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むつ市議会第１９３回定例会会議録 第３号

平成１９年９月６日（木曜日）午前１０時開議議事日程 第３号

◎諸般の報告

【一般質問】
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（３）13番 東 健 而 議員

（４）21番 工  孝 夫 議員
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（川端澄男） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は50人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（川端澄男） 本日諸般の報告については、

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（川端澄男） 本日の会議は議事日程第３号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（川端澄男） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

質問の順序は、抽せんにより澤藤一雄議員、石

田勝弘議員、東健而議員、工孝夫議員、中村正

志議員、目時睦男議員、川端一義議員、慶長德造

議員、鎌田ちよ子議員、野呂泰喜議員、飛内賢司

議員、杉浦洋議員、佐藤司議員、堺孝悦議員、東

谷良久議員、川下八十美議員、柴田峯生議員、横

垣成年議員、大澤敬作議員、斉藤孝昭議員の順と

なっております。

本日は、澤藤一雄議員、石田勝弘議員、東健而

議員、工孝夫議員、中村正志議員の一般質問を

行います。

◎澤藤一雄議員

〇議長（川端澄男） まず、澤藤一雄議員の登壇を

求めます。14番澤藤一雄議員。

（14番 澤藤一雄議員登壇）

〇14番（澤藤一雄） おはようございます。大畑町

選出、新むつクラブの澤藤でございます。むつ市

議会第193回定例会に当たり、通告に従って一般

質問をいたします。

私は、平成17年３月の初当選以来、すべての定

例会において市民の生活を守る立場から一般質問

を行い、結果につきましては、その都度大畑地区

の皆様方に議会報告をさせていただきました。今

回の質問は、私にとりまして10回目という節目で

あり、議員として最後となるかもしれない質問で

あります。これまでご支援をいただいた大畑地区

の皆さん、先輩議員並びに関係者の皆様方に心か

ら感謝とお礼を申し上げるものであります。

さて、市長には、さきの市長選において、市民

の皆さんから圧倒的な支持を得て、合併後２代目

の市長となられましたことに心からお祝いを申し

上げます。なぜお祝いを申し上げるかと申します

と、市長はまさに市長を目指してまちづくりの主

役は市民であるという理想に燃えて市議会議員と

しての12年間市政に関与してこられたのではない

かと思うからであります。そしてそれは、まこと

に僣越ではありますが、まさに私の理想とすると

ころでもあります。

さて、市長選挙においても、庁舎建設の説明会

においても感じられたことと思いますが、いかに

旧町村地区の住民が合併以来の市民生活に希望を

失い、閉塞感を持っているかであります。漁業を

初めとする主産業の衰退、商工業の倒産、閉鎖、

これらに伴う労働人口の流出へとつながり、残る

のは失業された方や年金受給の高齢者が多く、４

日の朝刊にも報道されたように、青森県は急激な

人口減少と高齢化の進行であります。失業された

方は、収入が途絶えて即座に住宅ローンの支払い

が滞り、子供の進学を中途で断念させざるを得な
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い、月に３万円から４万円程度の国民年金の生活

を余儀なくされる方々が多い。年金の受給額が低

いのは、若いときの努力が足りないと非難する方

もあります。しかし、第１次産業の多いこの地域

は、国民年金の加入者が多く、60歳から受給せざ

るを得ない経済環境にあるのも事実であります。

、 、 、押しなべて青森県 そしてむつ下北は 県民所得

失業率、有効求人倍率、最低賃金、自殺率等々い

ずれも全国最下位クラスであります。いつまでた

っても、いわゆる後進県という汚名を返上できず

にいるのが実態であります。

小泉政権以来政府が進めてきた政策は、地方切

り捨ての財政改革、聖域なき規制緩和というもの

であります。競争原理を最優先する経済運営、い

わゆる市場至上主義は、金利の低い日本マネーを

借りて金利の高い外国に投資をすることでマネー

がマネーを生み、富める者はますます所得がふえ

る。このような経済運営が大企業と中小企業、首

都圏と地方、正規社員と非正規社員等々の格差を

ますます拡大させているのであります。残念なが

、 、ら負け組の青森県 そして我がむつ下北は後進県

後進地域という、まさに後進レジームからの脱却

。 、こそが求められるのであります そのためにこそ

原子力半島と言われるように、核関連施設の誘致

がなされたのであります。

新潟県中越沖地震により自動停止した柏崎刈羽

原子力発電所の再稼働が危惧されています。活断

層の上に建設され耐震性が低いなど、ずさんな設

計を見抜けなかった国の安全審査が大きな問題に

なっています。このことにより原発の着工延期な

ど、計画の大幅な見直しが行われ、予定していた

交付金が入らないなど、極めて不透明な事態にな

っています。このことは、大間町のみならず、今

後当市の財政運営に大きな影響を及ぼす重大な問

題であります。

国民生活の安全が根底から覆されるかもしれな

い施設を誘致して、得られたお金が市民生活の向

、 。上ではなく まず市役所本庁舎の建設に使われる

しかも、当初は10億円、今はなぜか12億5,000万

円の借金を追加してであります。市の財政は、い

ずれの指標も全国の自治体と比較して最悪の状況

であります。この事業の導入については、説明が

不足していたのではありません。当時の宮下議長

が予算修正案が可否同数となったとき、修正案を

可とする決断をされたのに、当時の政権によって

市民の意に反して強引とも言える手法によって進

められたのであります。

今、日本の政治は、さきの参議院議員選挙の結

果を受けて、久々に緊張感を取り戻しました。地

方の反乱であります。これは、政治並びに行政官

僚機構によって虐げられた民による土一揆であり

ます。おごれる者久しからずや、政治家は常に主

権者に対する畏怖の念を失ってはなりません。本

、 、 、来政治も行政も主権者のもの いわば国民 県民

市民の道具であります。町民の意に反して旧大畑

町の為政者が丸投げ合併したことに町民は、議会

のリコールでこたえました。だからこそ合併して

よかったと言えるよう、市の財政を破綻させる方

向ではなく、庁舎建設の前に寄附金を含む電源立

地地域対策交付金等原子力関連の財源を市民の生

活向上、財政赤字の解消に優先して活用すべきで

あります。

市長は、さきの市長選挙で財政の健全化を掲げ

ながら庁舎の建設も公約に掲げられました。二律

背反ではないとお考えでしょうか。

以上のことから、第１点目は、庁舎建設説明会

、 、の結果 民意をどのように理解しておられるのか

事業の推進に市民の理解が得られたとお考えなの

か。

第２点目は、財政の健全化についてであります

が、連結決算の赤字額と累積債務はどのようにな

っているのか、庁舎建設にかかる合併特例債の額



- 69 -

と限度額の残額は幾らか、合併特例債残額の使途

はどうするおつもりなのか、原子力関連の財源は

予定どおり入るのか、財政健全化がいつ達成でき

るのか、お伺いします。

次に、旧町村地区の振興策についてお伺いいた

します。国の構造改革で地域は元気をなくしてい

ます。むつ市は、下北半島の名士として、これに

対抗する地域再生策が必要と思います。そのため

には、まずむつ市において旧町村地域に一定の決

定権と予算の配分をして産業を興し、活力に満ち

た自立するまちづくりが必要であると思います。

このことから、まず第１点目の地域ごとのまちづ

くりについてでありますが、むつ市長期総合計画

には、商業や都市的サービス業の高度化を通じた

中心市街地の活性化と高齢社会に対応した地域商

業の育成とありますが、この位置づけはどうなの

か。

また、循環型環境社会への創造がうたわれてい

ますが、都市計画法に基づき旧大畑町が策定した

大畑まちづくりプランはこの考え方に基づくもの

であります。大畑地区は、この計画をローリング

して進めていくべきと思いますが、いかがでしょ

うか。

第２点目は、産業の振興策についてであります

、 、が 少子高齢化や人口減少から脱却するためには

若者が定住して結婚できる地域環境が不可欠であ

ります。そのためには、あらゆる分野において産

業の振興が必要であります。特に関根浜から大畑

地区では昨年10月の高潮災害で漁港施設や漁船漁

具等、甚大な被害が発生し、これの復旧が進めら

れておりますが、むつ市議会第190回定例会での

一般質問で、単なる復旧ではなく全面に消波ブロ

ックを設置するよう要望しましたが、なかなか漁

師の皆さんの意見が反映されない。既にこれでは

すぐ壊れるという声が出ております。

ことしは、水温に異変があります。前沖でのイ

カ漁が不振で恵山沖や尻労沖に出漁しています

が、燃料の高騰により採算割れするといいます。

第１次産業、特に漁業はむつ市の根幹をなす産業

、 、でありますことから 漁業を初め農林業の振興策

商工観光業の振興策等についてお伺いします。

次に、生活保護対応についてでありますが、８

月11日のマスコミによれば、福岡市で生活保護を

受給していた男性が、担当者から就職指導を受け

た後、保護辞退届を提出して餓死するという事案

が報道されました。その原因として、生活保護費

の抑制のために保護申請をさせない、受給者には

辞退をさせるという指導があるのではないかと報

じられました。幸いにして事故には至りませんで

したが、むつ市においてもいろいろな事例が発生

しております。

生活保護は、最後のセーフティーネットであり

ます。こうしたことを防ぐためにも、相談しやす

い窓口、素早い対応が求められますことから、第

１点目の分庁舎の組織と職員の配置についてであ

りますが、以前の答弁では、分庁舎には兼任の相

談員を配置して、面接、医療券の発行、保護申請

の受け付けを行っており、本庁舎ではケースワー

カーが連携して対応する必要があり、部長を初め

ケースワーカーで構成するケース診断会議で処遇

の方針を決定する必要があるので、専門職員を配

置している。いずれも市民に対して十分なサービ

スを提供するための体制ですという答弁でした

が、市民のためというなら、必要な方に適宜かつ

速やかに対応するため、分庁舎にも相談員やケー

スワーカー等専門職員を配置すべきと思います。

第２点目の職員の養成、研修についてでありま

すが、これまでにどのような研修をして、どのよ

うな効果があったのかお伺いします。

次は、サル対策についてでありますが、私はた

びたびこの問題について質問をしていますが、先

日大畑町の二枚橋地区公民館でサル対策説明会が
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ありました。参加された方々からは厳しい意見が

あり、対応された職員の皆さんには大変ご苦労さ

までした。

なぜ農民が怒っているかというと、被害が発生

しても手が出せないからです。サルという泥棒が

カボチャを盗んでも、政府がかばっているからで

あります。現状は、国による天然記念物の指定が

あり、下北半島全体が保護区域になっていること

から簡単に捕獲ができないこと。無主物、つまり

飼い主がいないから、被害が発生しても、だれも

損害補償をしなくてもいいのであります。こんな

いいかげんな理不尽なことがありますか。

アメリカでは、泥棒や強盗を防ぐために、だれ

でも鉄砲を所持できるのであります。そして、当

然のことながら、泥棒を射殺しても正当防衛が認

められます。日本は、アメリカの最も忠実な同盟

国でありながら、サルの泥棒にさえ専守防衛で花

火しか認めてもらえない。この理不尽さを農家の

皆さんは怒っているのであります。

だれのための政府か。まさかサルのためではな

いでしょうが、２年前の最初の一般質問で先輩か

ら議事進行のクレームをいただきました。青森県

は政治が貧困だということに対してであります。

これは、私の認識不足でした。なぜならば、過去

20年の間に科学技術庁長官、厚生大臣、農林水産

大臣、文部大臣等々、実力者の政治家がきら星の

ごとくおいでになりました。真剣に誠意を持って

お願いして国の政策を変えることがなぜできない

のか。まさに理不尽であります。学者や自然保護

、 。の方 大都市に住む皆さんが反対するからなのか

新しく厚生労働大臣になられた舛添さんが怒って

います。社会保険庁の荒療治をしています。現代

版水戸黄門のようなあの方が担当大臣になった

ら、一遍で解決できるような気がいたします。し

かし、農業、農民の生活を守るべき現場の自治体

としては、いっときもゆるがせにできない重大な

問題であります。

まず第１点目の基本姿勢についてであります

が、長期総合計画にうたっているように、人と自

然が、あるいは人とサルは共生なのか、すみ分け

なのか。

第２点目ですが、農業被害の有効な防護策につ

。 。いて 電気さくの設置計画はどうなっているのか

サル監視員のあり方として、隣接町村との連携は

どうしているのか。装備は花火と携帯電話と群の

電波受信機でいいのか。私は、訓練された犬を同

行して、強力なパチンコを携帯させるなど、装備

を強化すべきと思いますが、どうなのか。モンキ

ードッグの導入はなぜできないのか。損害の補償

はしないのか。パチンコなど撃退用具の配布を農

家の皆さんにしないのか。お伺いいたします。

次に、公民館施設の改善についてであります。

先日二枚橋公民館でのサル対策説明会にお邪魔し

た際に、30人余りの皆さんと参加したときに感じ

、 、たことでありますが 蒸し暑い夜に閉め切った窓

我慢できなくなって窓をあけて、用意の蚊取り線

。 、香をつけて会議をしました 聞くところによれば

過去に海難捜索本部が設置された際には旧式の黒

電話しかなく、警察や消防からのファクスが受信

できずに対策本部として使えなかったようであり

ます。今、世はＩＴの時代。大抵の家庭では、こ

うした状況は改善されているのが実情でありま

す。公民館活動や町内会活動、なかんずく生命と

財産が極限まで脅かされる災害時の避難場所に指

定されるべきこの施設の機能がこれでいいとは思

いません。市が管理する公共施設に網戸やファク

スが整備されていない施設が何カ所あるのか、改

善の計画があるのかお伺いします。

次は、信号機の新設についてでありますが、大

畑町中島地区の営林署跡地周辺に大型店の集積が

進み、交通量が急激に増加しており、車同士がと

まったままで、どちらが先に進むか迷っている状



- 71 -

況が見られます。この地区は、大畑小学校敷地と

隣接しているため、子供たちの通学路としても利

用されていますが、道幅が狭い市道の交差点であ

るため、過去においても出会い頭の事故が数件発

生しており、過去に大畑町議会でも取り上げられ

た経緯があります。加えて高齢化の進展に伴い、

注意力散漫となったお年寄りの斜め横断や通行車

両の確認をしない横断などが随所に見られる昨今

であります。事故を未然に防ぐためにも信号機の

設置をすべきと思いますが、市長の答弁を求める

ものであります。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（川端澄男） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） それでは、澤藤一雄議員の

ご質問にお答えいたします。

まず、政治姿勢についてのご質問の第１点目、

庁舎建設説明会の結果、民意をどのように理解し

ているかということについてであります。本庁舎

移転説明会は、８月17日と22日から24日までの４

日間、延べ５回開催いたしました。参加者は、下

北文化会館が昼夜合わせて120名、脇野沢地域交

流センターが52名、大畑公民館が53名、川内公民

館が43名の合計268名で、１会場当たり平均で五

。 、十数名の参加がございました 今回の説明会では

行政に関係の深い行政連絡員、納税貯蓄組合長及

び保健協力員等には個々に、また多くの会員を抱

える老人クラブ連合会や連合婦人会等の団体には

それぞれの会長あてに事前にご案内させていただ

きました。

本庁舎移転は、合併後最初の市民の皆様の利便

性に大いにかかわる市民の合意のもとで進めてい

くべき大事業であるとの認識のもと説明会を開催

することとしたわけですが、貴重なご意見もござ

いましたが、市民の皆様の関心をまだまだ喚起で

きていないと判断いたしておりまして、より一層

わかりやすい情報発信に努める必要があると考え

ております。

私が選挙のときに訴えたまちづくりの主役は市

民であるということ、また職員への訓辞の中で示

した市民に開かれた行政を実践していく第一歩と

して、喫緊である庁舎移転問題についての説明会

を開催することとしたわけでありますが、説明会

を終えて市民のご意見を伺い、疑問を払拭しなが

ら事業を進めていく姿勢が望まれていることを改

めて認識したところであります。

本来であれば、時間をかけて市民の皆様の意を

酌んだ計画を立ててから取得、整備と順序を踏ま

え実行していくべきことだったのでしょうが、今

回の移転事業のこれまでの経緯を見ますと、破産

物件であったことや、ご寄附をいただいた電力会

社との関係で、まず土地、建物の取得の判断を急

がなければならない事情が先にあり、それから整

備方針を審議会に諮り、まとめたものでありまし

て、そういう意味では既に取得している物件をど

のように整備していくのかという内容の説明とな

ったことで、移転ありきの説明会という印象を与

えたのも事実であろうと思います。

澤藤議員が民意をどのように理解しているかと

問うている意味は、端的には本庁舎移転に対して

反対の立場で発言された方が多かったことをどの

ように認識するのかということであろうかと思い

ます。説明会の中では、庁舎の移転問題に関連す

るものとしてさまざまなご意見が出されました。

その中で赤字財政の問題、合併後の各地区での公

共サービスに関する問題、分庁舎制の問題等々、

これまで声を上げる機会がなかったために、今回

それが噴出したという感もございます。

説明会で本庁舎移転問題に対してご批判の強い

、 、意見をいただきましたことは この問題に対する

あるいは関連する問題に対する十分な説明がこれ

まで不足していたということがその根底にあるも
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のと考えています。今後とも市民に直結する課題

について語り合う場を適時に設け、市民の生の声

を聞き、ひとりよがりにならない事業の遂行に努

めていくことが必要であると認識しておりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

、 。次に 財政の健全化についてお答えいたします

、 、まず 地方公共団体の財政の健全化に関する法律

いわゆる再生法制についてご説明しなければなり

ませんが、この法律は地方財政再建促進特別措置

法、いわゆる再建法の欠点を見直し、情報開示の

徹底の仕組みを設けることや、自主的な改善努力

が義務づけられる早期健全化の段階への移行、さ

らに悪化した場合の国等の関与による確実な財政

の再生を図る財政の再生段階への移行及び公営企

業の健全化のスキームを設けることなど、新たな

再生制度を整備したものであります。本法律は、

財政の健全性に関する４つの指標を定義しており

まして、この指標が１つでも政令で定める早期健

全化基準以上の場合には、年度末日までに財政健

全化計画を議会の議決を経て定め、速やかに公表

しなければなりません。

また、将来負担比率を除く３つの指標のうち１

つでも財政再生基準以上の場合には、夕張市の準

用財政再建団体と同様なものとして年度末日まで

に財政再生計画を議会の議決を経て総務大臣に協

議し、その同意を求めなければなりません。

、 、なお 財政再生計画に同意を得ていない場合は

災害復旧工事費の財源等政令で定める場合を除き

地方債を起こすことができなくなります。

この指標についてそれぞれ説明いたしますが、

１番目が実質赤字比率であります。この指標は、

一般会計と公共用地取得事業特別会計を対象とし

た従来同様の考え方でありまして、実質赤字額の

標準財政規模に対する比率であります。

２番目が連結実質赤字比率であります。この指

標は、一般会計のほかに国民健康保険特別会計、

老人保健特別会計、介護保険事業特別会計、下水

道事業特別会計、公共用地取得事業特別会計、魚

市場特別会計、簡易水道事業特別会計の７特別会

計及び用地造成事業会計、水道事業会計の一部事

務組合以外の全会計が対象となるもので、これら

会計の実質赤字額から実質黒字額を差し引いた合

計額の標準財政規模に対する比率であります。し

たがいまして、連結実質赤字比率には一部事務組

合が含まれないことをおわかりいただきたいと存

じます。

なお、赤字額からは水道事業会計等の資金剰余

金も差し引かれますので、現在は標準財政規模の

20％を下回っております。

また、用地造成事業会計の土地の資産額をどの

ように取り扱うのかもいまだ示されておりません

が、これが加味されますと、累積赤字額はさらに

下回るものと考えております。しかしながら、い

かに一部事務組合の債務が含まれないとはいえ、

運営のほとんどをむつ市が負担しておりますの

で、厳しい財政運営を迫られることは避けられな

いものであり、赤字解消に向け、なお一層努めて

いかなければならないものと考えております。

３番目が実質公債費比率であります。この指標

は、平成18年度に従来の地方債許可制度から地方

債協議制度に移行したことによるものであり、一

般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模に対する比率ですが、現行の起債

制限比率の算定に満期一括償還方式の地方債に係

る年度割相当額、公営企業債の元利償還金に対す

る一般会計等からの繰入金、一部事務組合が起こ

した地方債の元利償還金に係る負担金及び一般会

計の債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準

ずるものが新たに準元利償還金として加えられ、

これに係る普通交付税算入額についても算定に加

えられるものであります。

なお、一般会計の一時借入金に係る利子が地方
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財政法施行令の改正で新たに加えられておりま

す。

。 、４番目が将来負担比率であります この指標は

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準

財政規模に対する比率で、一般会計等の地方債現

在高、地方財政法第５条各号の経費に係る債務負

担行為に基づく支出予定額、一般会計等以外の会

計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの

負担等見込額、全員が退職した場合の一般会計等

の負担見込額、土地開発公社の損失補償分連結実

質赤字額及び一部事務組合等の連結実質赤字額の

うち一般会計の負担見込額が算定されるととも

に、地方債現在高に係る普通交付税算入額につい

ても算定に加えられるものでありまして、一部事

務組合を含めた債務に係る指標は、この将来負担

比率に係るものであります。

なお、詳細部分については、政令、省令の定め

となり、現在国において策定中ですので、この比

率の詳しい数値をお示しできませんが、将来負担

比率の指標に関しては、早期健全化基準にのみ該

当し、財政再生基準には該当いたしませんので、

ご理解賜りたいと存じます。

次に、庁舎建設に係る合併特例債の額と残額に

ついてお答えいたします。合併特例債の使用につ

いては、市町村の合併の特例に関する法律第５条

に定めます新市まちづくり計画策定に当たっての

財政計画の見通しの前提として、合併した場合の

財政シミュレーションを合併協議会に示しており

ます。

当時の説明として、合併後３年ぐらいは財政状

況が非常に厳しい状態が続くために、準用財政再

建団体転落ラインをクリアするために合併特例債

は計画期間の後半に適用せざるを得なかったとい

う背景がありました。このため新市まちづくり計

画に基づいた積極的な事業は、財政再建の足取り

がしっかりしてくる計画期間の後半に徐々に行

う、そのための財源として合併特例債を活用して

いくのだという基本的な姿勢は現在も変わってい

ないのであります。

合併協議事項は、確かに尊重しなければならな

いものであると私も認識しておりますが、平成

17年度、合併初年度の予算編成においては、各市

町村の抱える財政上の問題が表面化するなど、合

併協議におけるシミュレーションどおりとはまい

らなかった経緯があります。財政の健全化を第一

義とする基本的合意からすれば、財政運営上有効

な合併特例債が使用できるにもかかわらず、わざ

わざ財政措置の少ない地方債を使用することは財

政の健全化に逆行する手段であり、とり得るもの

ではありません。したがいまして、これまでにも

地域に密着した道路整備等の事業に使用してきた

ものであります。

具体的な合併特例債の使用について申し上げま

すと、平成17年度は生活道路整備事業として17路

線、排水路整備事業として２路線、さらにむつ消

防署の高規格救急車整備事業負担金で合計２億

4,480万円、平成18年度は生活道路整備事業とし

て18路線及び排水路整備事業の１路線で合計１億

2,350万円となっており、２カ年合計３億6,830万

円となっております。

また、御議決を賜りました本年度予算は、庁舎

移転に係る設計費のほか、生活道路整備事業18路

線、排水路整備事業１路線、除雪機械購入、川内

地区完全給食事業並びに大畑消防庁舎用地及び脇

野沢消防分署水槽付ポンプ車購入に係る負担金な

どで３億940万円でありまして、今年度予算額を

加えた総額では６億7,770万円となります。

庁舎移転に係る合併特例債は、現在行っている

設計の結果待ちとなりますが、説明会でお示しし

ております概算額では、事業費ベースで約12億

5,000万円、この95％の11億8,750万円を見込んで

おります。
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なお、庁舎移転に係る合併特例債の有利性や財

政に与える影響等につきましては、昨年10月の第

141回臨時会においても参考資料としてシミュレ

ーションを示しながら説明をしてまいったところ

であります。

合併特例債の上限額は 事業費ベースで約233億、

、 。円ですので 合併特例債では221億円となります

したがいまして、今年度予算額を加えた総額と庁

舎移転に係る概算額を差し引きますと、202億

3,480万円が残額となります。この残額につきま

しては、今定例会で御議決いただきました長期総

合計画に基づいて今後作成される実施計画におい

て具体的な使途先を決めてまいりたいと考えてお

りますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、原子力関連の財源は予定どおり歳入を見

込めるのかとのご質問でありますが、議員ご承知

のとおり、大間原子力発電所の着工が延伸となっ

たことにより、これにかかわります原子力発電施

設等周辺地域交付金相当分が当初予算から２億

1,000万円の減額となります。昨年度から約３億

5,000万円の繰上充用額の減額となり、やや好転

の兆しが見え始めているものの、この減額が財政

に及ぼす影響は大きいものがあります。したがい

、 、まして 今後も議会や市民のご協力を賜りながら

赤字解消計画でお示ししている平成23年度の赤字

脱却に向け、なお一層財政再建に努めてまいる所

、 。存でありますので ご理解を賜りたいと存じます

次に、旧町村地区の振興策についてのご質問に

お答えいたします。

、 、ご質問の第１点目 地域ごとのまちづくりはで

むつ市長期総合計画に商業や都市的サービス業の

高度化を通じた中心市街地の活性化とあるが、ど

のような内容で、またむつ地区の商店街など特定

の地域を想定しているのかとのご質問であります

が、地域の特性を生かした特色あるまちづくりを

、 、方針として掲げ 中心市街地の魅力向上のために

まちづくりと一体となった商業空間の整備、街路

整備、空き地、空き店舗の活用、新規操業の支援

を行い、コミュニティバス、循環バスなどの公共

交通機関の機能強化などを促進していきたいと考

えております。

また、特定の地域を想定しているのかとのご質

問ですが、特定の地域を想定しているものではな

く、新市全域における商工業の振興を考えておる

ところでございます。

また、高齢化社会に対応した地域商業の育成と

あるが、どのような位置づけなのかとのご質問で

ありますが、これは買い物代行や宅配などの高齢

者向けサービス機能の充実及び高齢者が歩いて買

い物に行ける商業空間の整備などが考えられると

ころであります。

ご質問の２点目、旧町村部の農林水産業や商工

業の現状と今後の雇用対策等を含めた振興策をど

のように展開していくのかとのご質問ですが、ま

ず農林業の現状と振興策についてお答えいたしま

す。

下北地域の農業は、経営規模が小さく、従来よ

り自給的農家が多く、むつ市旧町村部においても

一部を除き、その構造に大きな差はないものと思

われます。平成16年度の農業粗生産額は、川内地

区で12億2,000万円、大畑地区で２億円、脇野沢

地区で6,000万円であり、これを平成11年度と比

較いたしますと、川内地区で2,000万円の増、大

畑地区で2,300万円の減、脇野沢地区で300万円の

減となっております。川内地区では、肉用牛と大

根、レタスなどの野菜との複合経営が下北地区の

先進事例となっているほか、最近では四季なりイ

チゴや一球入魂かぼちゃ、さらにはアスパラの有

機栽培等への取り組みが行われ、このことが生産

額を押し上げておるものと思われます。他の地域

、 、では 残念ながらこのような動きが余り見られず

旧町村部の中でも農家の取り組みに差がある実態
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にあります。

市では、経営意識の高い担い手農家の育成や認

定農家を中心として兼業も包括した生産組織の再

編強化を図り、市全体の生産力向上や活性化を図

ることを目標として、各地域の条件や特性を生か

した取り組みとともに、広域化された市全体の枠

組みの中で、先進事例をモデルとして農協の生産

部会等を通じて地域ブランド化を推進してまいり

たいと考えているところであります。

また、林業は農家林家が大半を占め、その所有

規模も小さく、木材価格が低迷している中で管理

コストの低減が求められており、森林組合が進め

ている施業・経営の集約化や長期施業受委託制度

を森林整備地域活動支援交付金事業等を通じて支

援してまいりたいと考えております。

次に、水産業の現状と振興策についてでありま

す。まず、川内地区の主な漁業種類としては、ホ

タテ養殖漁業、アカガイ養殖漁業、ナマコ桁網漁

業、ナマコ潜水漁業でありますが、地まきホタテ

貝の不漁やホタテのへい死、密殖による成長不良

等と10年以上にわたり厳しい状況が続いたようで

すが、近年ナマコの水揚げ金額がふえ、漁業経営

は安定しつつあると伺っております。

次に、大畑地区の主な漁業種類としては、イカ

釣り漁業や定置網漁業、底建て網漁業、かご漁業

でありますが、昨年10月の低気圧による漁業被害

や大型クラゲの来遊、イカの不漁等と厳しい現状

にあり、特に水揚げ金額の約６割を占める近海の

生イカが昨年では対前年の４割程度の水揚げだっ

たことから、大畑町漁協全体の水揚げ金額の向上

を図っていくことが課題であると伺っておりま

す。

次に、脇野沢地区の主な漁業種類としては、ホ

タテ養殖漁業や定置網漁業、底建て網漁業、ナマ

コ桁網漁業でありますが、かつての主力魚種であ

ったタラやイワシの不漁や大型クラゲの来遊、ト

ドの出現、ホタテ価格の低迷等厳しい状況にある

ことから、漁業経営及び漁協経営の安定化を図っ

ていくことが課題であると伺っております。

市では、中国市場での干しナマコの需要がふえ

たことによりナマコの価格が高騰していることか

ら、脇野沢、川内地区の地先においてホタテ貝殻

を活用したナマコ増殖場の整備を検討しているほ

か、大畑海域においてはヤリイカの増殖場の整備

やサケ資源増大のためのサケ稚魚の海中飼育施設

の整備を行うこととしております。

また、ホタテやサケ、ナマコ等の資源の増大に

向けた取り組みを支援するとともに、加工を推進

することによって雇用の創出を図ってまいりたい

と考えております。

次に、商工業の現状と雇用対策等を含めた振興

策についてであります。国内経済は回復基調にあ

ると言われておりますが、本市においては公共事

業の抑制や個人消費の低迷から、いまだ景気回復

を実感できるまでには至っていない状況にありま

。 、 、す また 消費者ニーズの多様化や車社会により

コンビニエンスストアや大型店などの進出が進

み、地域における商業形態が大きく変化しつつあ

る中、商工業を取り巻く環境は依然として厳しい

ものになっており、さらにむつ市旧町村部におけ

る少子高齢化が進んでいるという実態でありま

す。市では、雇用対策を含め、地域住民や民間事

業と一体となった独自の政策による自主的な取り

組みが求められており、この地域ならではのレタ

スやイチゴ、カボチャ、アスパラのブランド化、

ナマコ、ホタテ、アカガイなどの水産加工産業の

育成や地元企業の活性化、新産業の創出等による

雇用の確保、新たな雇用機会の開発等を促してい

くことを支援してまいりたいと考えておりますの

で、ご理解賜りたいと思います。

次に、地域ごとのまちづくりに関連し、むつ市

長期総合計画にある循環型環境社会の創造につい
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て、旧大畑町が策定した大畑まちづくりプランと

整合性があるのかとのご質問にお答えいたしま

す。

大畑まちづくりプランは、平成14年３月、旧大

畑町が都市計画法に基づく都市計画に関する最上

位計画として住民参加のワークショップを幾度と

なく開催し、豊かな自然環境との共生を図り、適

正規模の地域社会の持続発展を目指したまちづく

り、言うなればコンパクトシティーを理念として

策定されたものであり、現在も大畑都市計画区域

に適用されるものとして理解されるところであり

ます。

同プランの理念は、旧大畑町が平成15年６月に

策定した新大畑町総合計画に引き継がれており、

合併協議会で策定されました新市まちづくり計画

は旧４市町村の長期総合計画を基本としているこ

と、本定例会において御議決を賜りましたむつ市

長期総合計画が新市まちづくり計画を踏襲し、か

つ尊重しておりますことから、大畑まちづくりプ

ランの精神は、今般のむつ市長期総合計画に引き

継がれているものと考えております。

なお、循環型環境社会の構築につきましては、

むつ市長期総合計画の基本構想の理念に基づき、

この後に作成いたします実施計画及び過疎地域自

立促進計画等により具体の施策、事業等を展開し

てまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと思います。

次に、生活保護の対応についてのご質問にお答

えいたします。まず第１点目、分庁舎に相談員や

ケースワーカー等専門職員を配置すべきではない

かとのお尋ねであります。現在生活保護に関する

業務及び職員は、本庁舎に集約しております。こ

の主な理由は、受給者の抱える問題は多種多様で

あるため、その解決のためには査察指導員はもと

より、ケースワーカーが連携しながら対応する必

要があり、いつ何どきでも対応が可能な体制を整

えるためであります。

ことし４月には、これまでの１課１係を１課２

係にする機構改革を行ったほか、査察指導員経験

のある課長補佐を配置して体制の強化を図ってお

ります。また、各分庁舎には、兼任の職員を１名

配置し、面接相談や医療券の発行、保護申請受け

付け等の業務を行っておりますが、ことし４月に

は大畑庁舎にケースワーカーの経験があります職

員を配置して、あわせて分庁舎の体制の強化を図

っております。分庁舎での対応が困難な相談等に

つきましては、電話による助言のほか、必要があ

れば査察指導員やケースワーカーが直接分庁舎に

出向いて対応しております。各分庁舎に新たにケ

ースワーカーを配置するには、社会福祉法の規定

により、あわせて査察指導員の配置が義務づけら

れており、各分庁舎に１名ないし２名のケースワ

ーカーを配置することになりますと、それぞれに

１名ずつ計３名の査察指導員を配置する必要が生

じるため、非効率的な職員配置となります。

現在問題事案が発生した場合には、休日でも課

長以下総括主幹、課長補佐、査察指導員、担当ケ

ースワーカーが迅速に対応する体制をとってお

り、現体制が保護行政を推進するうえで最もベス

トの体制であると考えておりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

次に第２点目、職員の養成、研修について、ど

のような研修をして、どのような効果があったの

かとのお尋ねであります。生活保護の相談に来ら

れる方や生活保護を受給されている方は、それぞ

れに経済的、身体的、環境的にさまざまな問題や

ハンディを負っているため、担当する職員は、そ

の事情を客観的に把握し、公平で他法他施策の活

用等きめ細かで的確な対応を求められています。

、 、したがいまして 適正な生活保護事務を行うには

担当職員の資質の向上が不可欠であると考えてお

ります。このため今年度も社会福祉主事資格認定
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講習会に３名を受講させているほか、ケースワー

カー全国研修会や新任査察指導員研修等に参加さ

せております。このほかに、各分庁舎の生活保護

担当者を対象とした研修会を開催し、主に生活保

護事務相談及び申請受付マニュアルに基づいて研

修を実施し、職員の資質の向上を図り、相談員の

意図を十分に理解し、適切に対応する体制を整え

てまいりたいと考えております。その効果につい

ては、具体的にお示しすることはできませんが、

長期的な視野に立って、今後の生活保護事務を適

正に実施するために効果があるものと考えており

ます。これからも関係機関、とりわけ地域の状況

を熟知しております民生委員の皆様と連携を密に

しながら、福祉の向上に努めてまいりたいと考え

ておりますので、ご理解を賜りたいと思います。

次のサル対策、公民館施設の改善については教

育長がご答弁を申し上げます。

次に、大畑小学校付近の交差点に信号機の設置

をすべきとのご提言についてお答えいたします。

議員ご質問の信号機設置箇所は、大畑小学校通り

と旧営林署通りが交差する十字路で大畑小学校の

通学路にも指定されており、沿線には大畑庁舎、

大畑消防署並びに大畑警察官駐在所、大畑体育館

及び公民館等の公共施設があり、また信号機設置

要望箇所の交差点から北側方向の旧営林署跡地に

大型ショッピングセンターが６月に開店したこと

も自動車交通量が多くなってきた要因ではないか

と認識しております。

現在大畑警察官駐在所前に横断用の押しボタン

式信号機が設置されておりますし、大畑庁舎寄り

の交差点と大畑郵便局付近交差点には交通整理員

を配置し、登下校時の交通安全確保にも十分なる

配慮をしているところであります。信号機の設置

につきましては、澤藤議員ご承知のとおり、毎年

町内会、学校及び交通安全協会等からの要望によ

り、むつ警察署並びに道路管理者と協議をした後

青森県に要望書を提出し、青森県公安委員会が関

係機関の立ち会いを求めて現地診断を行い、設置

の有無について判断する手順となっておるもので

あります。

青森県公安委員会では、信号機設置の基本的要

件について、１つに、道路構造として幅員、車線

数、交差点間隔等が十分であるか、２つ目、交通

環境として相当の交通量があるか、３つ目、沿線

環境として人家等の密集状況はどうか、また近隣

に学校、公共施設、娯楽施設等が配置されている

か、４つ目、交通事故発生状況はどうかなどを総

合的に勘案し、交通安全対策上必要な箇所を現地

調査のうえ決定しておるものであります。しかし

ながら、むつ市が青森県公安委員会に今年度要望

いたしました国道279号ＪＡはまなす農協前及び

早掛沼公園前入り口、国道338号大湊上町常楽寺

前の３カ所について、本年８月29日、むつ市と青

森県公安委員会等が現地において交通診断の協議

をしたところ、信号機設置については、この交通

量の多い国道でも非常に厳しいとの診断も出され

ておるところであります。

ご質問の交差点については、青森県公安委員会

の基本的要件についての地形的状況や社会情勢の

変化に伴って、設置が必要な箇所の一つと私も思

っておるところであります。青森県公安委員会で

は、青森県内市町村から要望が来ている信号機設

置箇所は、平成19年度で130カ所にもなるが、こ

の中の10％程度の予算配分しかなく、事情もわか

ってくださいとの答弁でありました。

いずれにいたしましても、ご質問の交差点に信

号機を設置すべきについては、住民の交通安全を

図るためにもむつ警察署と十分なる協議をし、青

森県公安委員会へ粘り強く要望してまいりたいと

思いますので、ご了承賜りたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 教育長。

（牧野正藏教育長登壇）
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〇教育長（牧野正藏） 澤藤議員のサル対策につい

てのご質問についてお答えいたします。

、 、１点目は その基本姿勢についてでありますが

ご存じのとおり下北半島に生息するニホンザル

は、人以外で最も北に生息する霊長類であり、昭

和45年に下北半島のサル及びサル生息北限地とし

て国の天然記念物に指定され、保護が図られてき

たところであります。

しかし、その一方ではサルの個体数が年々増大

し、誘導域を徐々に拡大してきましたことから、

それに伴いまして、農作物への被害が生息域に隣

接する農地のほぼ全域で発生し、農家の生産意欲

の減退を招くとともに、人家侵入及び器物破損被

害など、生活環境被害も多数発生しているところ

であります。また、最近では脇野沢地区において

は人的被害が発生するなど、大変憂慮すべき事態

となっているところであります。

県では、サルの保護及び地域住民との共存を図

るべく平成16年４月に第１次特定鳥獣保護管理計

画を策定し、諸対策を推進してきたところであり

ますが、このような状況を受けて、現在策定中の

第２次特定鳥獣保護管理計画におきましては、農

作物被害の軽減及び生活被害、人的被害の根絶に

よる人とサルとの共生を目指すとともに、長期的

な観点から、地域個体群の存続を図ることを目的

として原案を現在策定しているところでございま

す。

市といたしましても、あくまでもすみ分けによ

るサルとの共存を目指したいものと考えていると

ころであります。特に地域住民から要望がありま

す捕獲に関しましては、市といたしましても、サ

ルによる人的被害の未然防止を最優先としながら

も、農作物被害防止対策としての捕獲も含め、よ

り多様な被害対策を講じていけるよう、他町村と

もども県に申し入れているところでありまして、

基本的にはその方向で取りまとめていただけるも

のと考えているところであります。

次に、２点目の農業被害対策についてでありま

。 、 、す まず 電気さくの設置についてでありますが

、 、これにつきましては 脇野沢地区におきましては

総延長約140キロメートルにも及んでいるところ

であります。しかし、猿知恵にはかなわず、境界

を突破され、たびたび被害を生じているところで

あります。しかしながら、先ごろサル・クマ農作

物被害緊急対策事業で二枚橋地区に京都大式電気

ネット150メートルを実証試験で５月１日設置し

ましたところ、８月末現在になりましても被害が

出ていない状況にございます。このことから、費

用効果が見込まれる地域につきましては、この方

式のネットの導入を検討していかなければならな

いものと思っているところでありますが、総延長

が長いことから莫大な経費がかかりますので、今

後市長部局を初め国・県とも十分協議してまいり

たいと考えているところであります。

次に、野猿監視員の増員につきましても、追い

上げが一定の効果を示すことがわかっております

ので、農作物被害が拡大していること、人的被害

が発生するおそれのあることなどを踏まえ、予算

に反映させるべく市長部局と協議してまいりたい

と考えているところであります。

また、モンキードッグの導入につきましては、

去る７月26日に深浦町に隣接する秋田県八峰町を

視察してまいりました。関係者から状況をお聞き

いたしましたところ、モンキードッグを導入して

いる近隣は被害がほとんどないということであり

ますが、犬の訓練に要する経費、えさ代など、さ

らには犬が野犬化し、人に危害を加える二次的被

害など問題はさまざまあるということであります

ので、今後関係機関と相談しながら、当市といた

しましても、モンキードッグの活用について検討

してまいりたいと考えているところであります。

次に、公民館施設の改善についてのご質問にお
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答えいたします。まず、ご質問の第１点目、地区

館の網戸の設置についてであります。ご質問の趣

旨は、大畑地区の地区館で開催された会議の際、

網戸の取りつけがなされていないため、暑い中、

窓もあけられず大変不快な思いをされた、早急に

設置すべきではないかとの澤藤議員のご指摘でご

ざいますが、８月21日に開催されましたサル対策

会議にお集まりいただいた関係者の皆様には、蒸

し暑い思いをさせ、大変ご迷惑をおかけしました

、 。こと まずもっておわび申し上げたいと存じます

ご指摘後、大畑公民館において確認調査を行い

ましたところ、大変お恥ずかしい話でございます

が、網戸を保管したままの状態になっていること

が判明し、ただちに取りつけさせたところでござ

います。

なお、地区館は大畑地区７つの地区館、川内地

区14の地区館、脇野沢地区３地区館の合計24の地

、 、区館がございますが 澤藤議員のご指摘を踏まえ

、 、全地区館を調査いたしましたところ 桧川地区館

下小倉平地区館、小沢地区館、滝山地区館、九艘

泊地区館の計５つ、５地区館が未設置の状態であ

ることが明らかになったところでございます。教

育委員会といたしましては、未設置の地区館につ

きましてはできるだけ早急に整備してまいりたい

と存じておりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

ご質問の第２点目、地区館へのファクスの設置

についてであります。ご質問の趣旨は、社会教育

施設としての機能の拡充と災害時の緊急避難場所

として指定されていること、さらには昨年11月に

大畑地区で発生しました海難事故による現地対策

本部が設置されました経緯もありますことから、

ファクスを設置し、情報通信基盤の整備を図るべ

きではないかとのことでありますが、先ほど述べ

ました24の地区館のいずれも緊急避難場所として

指定されているところでございますので、ファク

スの設置と整備につきましては、市長部局とも協

議を重ねながら、前向きに検討してまいりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 澤藤議員に申し上げます。

申し合わせの時間が過ぎておりますので、ご協

力のほどお願いします。

これで、澤藤一雄議員の質問を終わります。

午前11時15分まで暫時休憩いたします。

午前１１時０４分 休憩

午前１１時１８分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎会議録署名議員の追加指名

〇議長（川端澄男） この際、会議録署名議員が不

在となりましたので、会議録署名議員を追加指名

いたします。

41番野呂泰喜議員を指名いたします。

◎石田勝弘議員

〇議長（川端澄男） 次は、石田勝弘議員の登壇を

求めます。15番石田勝弘議員。

（15番 石田勝弘議員登壇）

〇15番（石田勝弘） 私は、新むつクラブ、民主党

の石田勝弘であります。むつ市議会第193回定例

会に当たり、さきに通告してある３点について一

般質問を行います。

去る７月15日、前市長杉山肅氏の急逝に伴うむ

つ市長選挙が行われ、大半の市民からの支持を得

られ初当選されました宮下順一郎市長に改めてお

祝い申し上げます。これから財政の立て直しを初

め課題が山積しているむつ市のかじ取り役を引き

受けられたことに敬意を払うところであります。
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市政は、市民の暮らしの安定や福祉の充実など

のためにあり、何よりも市民本位のものでなけれ

ばなりません。今後むつ市の経済、福祉、文化な

ど各種分野を充実発展させていかなければなりま

せんが、そのベースとなるのが財政難からの脱却

であります。むつ市の将来が明るく輝けるものと

なるためには、市長のこれからの努力は並大抵の

ものではないと思いますが、市民の声に十分耳を

傾けていただける聡明な宮下市長の手腕に大きな

期待を持つものであります。

それでは、通告順に従って質問いたします。初

めに、市長の政治姿勢についてお伺いします。さ

きに述べましたように、宮下市長は７月の市長選

において勝利し、むつ市誕生以来５人目の市長に

なられたわけでありますが、選挙に臨んでの行動

は、新聞報道を見る限り、市民の支持より自民党

の支持を重んじたように受けた市民は多いのであ

ります。何ゆえ市民党としての立場でなく自民党

の推薦にこだわったのか。２年前に行われた市長

選での前市長の例に倣って、民主党など他の政党

からも推薦を受ける考えはなかったのかご所見を

お伺いいたします。

今後特定の党からの推薦の事実が市政を運営す

るために支障を来さないか心配されるところであ

りますが、市長はどうお考えでしょうか、ご見解

をお伺いいたします。

また、前市長は６期22年むつ市長として君臨し

続けた大市長であります。しかし、長期政権は幾

多の功績を生む一方、権力が集中する余り、組織

の下からの声や発想が届きにくくなり、トップダ

ウンの行政形態が多くなり、停滞も生じます。宮

下市長は、地方公共団体の長、以後は首長と申し

ますが、首長の多選について、特に４期以上の多

選についてどう考えますか、ご所見をお伺いする

ところであります。

質問の第２点は、核燃料サイクル交付金につい

てであります。この件につきましては、ことし３

月のむつ市議会第191回定例会でもお尋ねしてお

りますが、当時の杉山市長から現在の宮下新市長

へバトンタッチされたことであり、宮下市長のお

考えを確認する意味で再度質問いたします。

既にご承知のとおり、国は核燃料サイクル政策

の中心となるプルサーマルの事業推進を目的にこ

の交付金を新しく設けたものであります。青森県

内では、使用済み核燃料中間貯蔵施設のむつ市、

大間原子力発電所の大間町、プルトニウムウラン

混合酸化物、いわゆるＭＯＸ燃料加工工場を持つ

。 、六ケ所村が交付の対象であります その交付金は

国から県へ支払われ、各種事業に活用されるわけ

でありますが、県と施設を持つ地元との交付金の

配分する割合が問題なのであります。

県は、その配分割合を昨年12月には県が４分の

３、地元が４分の１としておりましたが、地元の

強い反対もあり、ことし２月には県が３分の２、

地元が３分の１と、わずかながら地元に対しての

。 、 、妥協の形を見せておりました 私は ３月定例会

その当時の杉山市長に対しまして、どんなに低く

見ても地元での使い分は50％が妥当だと提言し、

市長も県が３分の２、地元が３分の１は到底納得

できるものではないとし、県と地元が50％対50％

が妥当であるとの見解を示していたのでありま

。 、 、す と同時に 交付金の対象施設を抱えるむつ市

大間町、六ケ所村の３市町村が足並みをそろえて

県に要請していくとも述べておりました。杉山前

市長が急逝し、既に３カ月以上もたちました。交

付金をめぐるその後の取り組みはどのようになっ

ているのかお伺いいたします。

最後の質問は、使用済み核燃料中間貯蔵施設に

ついてであります。国内で初めてとなる使用済み

核燃料中間貯蔵施設は、３年後の2010年12月の操

業を目指してリサイクル燃料貯蔵株式会社が今年

３月22日に経済産業省に対し、事業許可申請を行
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いました。申請を受けた後、１次審査を原子力安

全・保安院が、２次審査を原子力委員会と原子力

安全委員会が行うことになっておりますが、建設

の実際の日程等は私たちには明らかにされており

ません。2010年12月の操業のためには、貯蔵建屋

の建設工事の計画など、詳細がわかれば幸いでご

、 、ざいますが わかるだけで結構でございますので

お知らせいただきたいと思います。

次に、ことし７月に発生した新潟県中越沖地震

により新潟県の柏崎刈羽原子力発電所が損傷し、

稼働が不可能になっている状態が続いておりま

す。災害に弱い原子力発電所のイメージを多くの

国民に与えました。むつ市で建設計画の中間貯蔵

施設では、そのような災害が発生しても、びくと

もしない施設をつくっていただきたいと思うので

あります。設計段階で十分吟味していることとは

思いますが、その点について市への説明がなされ

ているのかどうかお伺いしたいと思います。

以上で壇上からの質問を終わりますが、市長及

び理事者におかれましては、明快なご答弁をお願

いするものであります。

〇議長（川端澄男） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 石田議員のご質問にお答え

いたします。

ご質問の第１点目は、私の政治姿勢についての

お尋ねであります。言うまでもなく市民の暮らし

を守り、福祉の安定を図ることは、行政を運営し

ていくうえでの基本として、私自身も十二分に心

がけているところであります。去る７月30日開会

のむつ市議会第142回臨時会における就任あいさ

つにおきまして、まちづくりの主役は市民である

と申し上げました。つまり情報公開を徹底すると

ともに、市民の意見を酌み上げる仕組みをつくる

ことで多くの市民の声を市政に反映し、市民に開

かれた行政を展開していくということでありま

す。まずは、これを第一義として、出発点として

初めて行政の進むべき道筋も見えてくるものと考

えております。このことは、おのずと市民の暮ら

しを守り、福祉の安定を図ることにもつながって

いくものと信じております。

次に、７月15日執行のむつ市長選挙において、

自由民主党の推薦を受けて出馬したことについて

お答えいたします。かつて私は、自由民主党のむ

つ支部青年部長や青森県連合会青年局副幹事長を

務めました。無論私の政治信条の一端ゆえに、こ

れらの役を務めたわけでありますから、今回の市

長選挙において自由民主党の推薦を受けたことに

つきましては、元来の政治信条の一端を継続した

までで、特段意図したものではございません。ま

してや現在自由民主党に党籍は持っておりませ

ん。

あくまでもまちづくりの主役は市民であるとい

う政治スタンスをとりながら、多くの市民の声を

今後の市政に反映できるような仕組みを形成しつ

つ、法令を遵守し、公平な行政運営を推進してい

く所存であります。

次に、首長の多選についてどういうお考えかと

いうご質問についてでありますが、多選の功罪に

ついては種々のご意見があることは私も重々承知

しております。あえて言わせていただければ、選

挙において首長を選択するのはあくまでも市民で

ありますから、就任間もない現段階で、私は３期

までしか市長を務めませんといった限定する発言

をすること自体がいかがなものかと思います。い

ずれにいたしましても、多選の是非を申し述べる

時期ではないということでご理解賜りたいと思い

ます。

次に、核燃料サイクル交付金の交付配分割合に

ついてのご質問にお答えいたします。石田議員の

核燃料サイクル交付金のお尋ねについては、前々

回の３月定例会において前市長から、県が提示し
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ている配分割合については引き上げを強く要望し

ていく、腹づもりとしては、県と市町村の割合を

フィフティー・フィフティーでという考え方であ

るとの答弁がなされているところであります。そ

の後４月にむつ市、大間町、六ケ所村の３首長に

、 、 、よる協議が行われ 県が50％ 所在市町村が25％

周辺市町村の合計が25％とする配分とするよう県

に対して要望活動を行うことで協議が調ったもの

の、県への要望活動を果たせずに現在に至ってい

るところであります。

県が依然として提示している県66.7％、所在市

町村16.65％、周辺市町村の合計が16.65％とする

配分については、私といたしましても、到底納得

できるものではありません。そもそも所在市町村

の施設設置の了解がなければ、青森県は当該交付

金の対象地域とならないことを考慮に入れます

と、立地及び周辺市町村に手厚く配慮した配分に

なるべきものと考えるところであります。市長就

任後に改めて大間町長、六ケ所村長との確認協議

の場を設けましたが、フィフティー・フィフティ

ーの考え方について認識が一致したところであ

り、また今後において地元選出の県議会議員にも

ご協力をお願いしながら、対象地域全体で要望活

動を行うことでの共通理解が図られたところであ

りますので、対象地域全体の関係市町村長及び県

議会議員の方々とともに県に対し強く要望してま

いりたいと思っておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、使用済燃料中間貯蔵施設についてのご質

問にお答えいたします。まず、施設建設の現況と

今後の計画についてでありますが、本年３月22日

に事業者であるリサイクル燃料貯蔵株式会社が国

に対し、使用済燃料貯蔵事業許可申請書を提出し

たところでありますが、現在経済産業省、原子力

安全・保安院において１次の安全審査を行ってい

るところであります。

この事業許可申請書につきましては、昨年９月

に改定された発電用原子炉施設に関する耐震設計

審査指針に対応した調査や解析を行ったうえのも

のであり、申請時点での最新の知見に基づいたも

のであります。原子力安全・保安院の審査が終わ

、 、りますと その後ダブルチェックという観点から

内閣府原子力委員会及び原子力安全委員会による

２次の安全審査が行われることになります。２次

までの安全審査が終わり、国からの事業許可が出

されますと、設計及び工事の方法の認可申請、そ

れに対する認可等各種許認可事務手続を経て本体

工事の開始となります。なお、本体工事開始まで

の間に農地転用許可がおり次第、敷地造成等の準

備工事に入ると聞いております。

次に、計画されている施設については、今回の

ような地震に対しても安全なのかとのご懸念であ

りますが、去る７月16日に発生した新潟県中越沖

地震による柏崎刈羽原子力発電所の被害につきま

しては、石田議員もご承知のとおり、火災の発生

やごく微量の放射性物質の漏れ等がありました

が、定期検査中の３基を除く稼働中の３基と起動

中の１基は自動停止して、とめる、冷やす、閉じ

込めるという原子力発電所の重要な部分が機能し

て安全な状態を保っております。

現在は、地震による原子力施設等への影響につ

いて、国及び東京電力において柏崎刈羽原子力発

電所や周辺地域等の詳細な調査が行われていると

ころでありますが、今後この地震に係る新しい知

見や国からの新たな指導等があれば安全審査への

影響が出る可能性も考えられますが、現段階にお

きましては、平成22年の操業開始、いわゆるキャ

スクの受け入れ開始というスケジュールに変更は

ないと伺っております。また、市としても今後の

状況を踏まえ、リサイクル燃料貯蔵株式会社に対

し、安全安心を第一義に慎重な対応を求めてまい

りたいと考えておりますので、ご理解を賜りたい
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と存じます。

〇議長（川端澄男） 15番。

〇15番（石田勝弘） 再質問させていただきます。

市長は、政治信条で自民党からの推薦を取りつ

けたと。自民党からの推薦そのものは、私もそれ

はそれとしてよろしいのであります。ただ、一方

向だけ考えないで、例えば私の所属する民主党と

か、国民新党とかここにあるかどうかわかりませ

んが、そういうたくさんの政党の皆さんに、断ら

れたら仕方がないですけれども、打診してみて、

やはり多くの市民に支持されるというのがベスト

だと思うのでありますが、その辺の見解をもう一

度お願いします。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 当時は７月15日、あの時期

は国政の中で参議院議員選挙が29日の投票という

ことで、告示直前、要するに選挙戦のさなかでご

ざいました。その意味で、やはり自由民主党に対

しての、私先ほど１回目の答弁いたしましたよう

に、若いころから自由民主党に党籍も持っていま

したし、青年部長という形で活動してまいりまし

た。そして、ご承知のとおり、私が起意表明をし

た段階で自由民主党の推薦をということで報道さ

れました。その中でやはり国政選挙も控えている

という中で、逆に私が仮に民主党の推薦をお願い

するという形になれば、民主党のむつの方も混乱

を招くのではないかなという思いもありました

し、やはり私、石田議員がご所属になっている民

、 、主党 その政策そのものを全くもって否定をして

その推薦をお願いしないということでは決してあ

りません。ですから、いいところはきっちりと受

けとめ、先ほど国民新党の部分ございました。よ

い政策はしっかりと受けとめ、ただそれは国政の

部分の中で私自分の考えを申し述べたわけですけ

れども、市政の中ででもやはり民主党のよき政策

はしっかりと受けとめ、また国民新党の部分も受

けとめ、さらに社民党、それから共産党、さまざ

まな部分でのよき政策は市政に反映をさせていき

たいと、こういうふうな思いを持っておりますの

で、決して自民党に拘束をされるものではないと

いう点でご理解をしていただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 15番。

〇15番（石田勝弘） ただいまの市長の答弁で大体

80％しか了解できないです。20％は何が了解でき

ないかというと、その当時民主党に推薦を求めた

ら民主党が困ると言われましたが、それは逆で、

自民党が困ったのですよ。ですから、その部分だ

、 。け勘違いしないでいただきたいと こう思います

それはそれでよろしいのですが、次は地方公共

団体の長、多選ということについてどう考えます

かということで、市長は多選を述べる時期ではな

いと。それはそうですね、３カ月前に当選したば

かりですので。しかし、基本的にいろいろ多選に

ついてどう考えるかといいますか、多選の流れ、

多選の弊害というのは前からあるのです。地方公

、 、 、共団体の首長の多選制限は 過去３回 昭和29年

昭和42年、平成７年に国会で法案として出されま

したが、いずれも審議未了の廃案となっておりま

す。平成９年７月には、地方分権推進委員会の第

２次勧告で、今後地方分権の推進に伴い、地方公

共団体の首長の権限、責任が総体的に増大する一

方、首長選挙における投票率の低さ、各政党の相

乗り傾向の増大は首長の多選が原因の一端である

と、こう指摘しております。

そして、ことし５月30日に総務大臣の指示で設

けられました首長の多選問題に関する研究会の結

論の一つとして、次のように指摘しております。

今日の地方公共団体を取り巻く状況は複雑多様で

あり、各般にわたる行政課題に的確、迅速に対処

するためには、地方公共団体の長の強いリーダー

シップが求められている。地方公共団体の長が十

分な権限を有する必要があるが、同時に長の権力
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を、首長の権力を制限する必要も高まっている。

この両者の要請にこたえるためには、１人の者が

首長の職に在任する期間を制限するということ

は、首長の権力をコントロールする合理的な１つ

となるというものであります。このことを踏まえ

て、再度多選についてのお考えを、答えられない

ではなくて、こういうのでこう思うというのがあ

りましたら、ひとつご答弁をお願いします。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほどちょっと発言を漏ら

しました部分がございました。民主党、そして社

民党、共産党、国民新党、そして選挙の際ご支援

をいただきました公明党という形で追加をさせて

いただきます。

そしてまた、先ほどちょっとご質問ではござい

ませんでしたけれども、私が民主党の推薦を受け

れば自民党が困ったのではないかというご発言が

ございました。自民党が困るというふうなことも

察知していましたので、推薦をお願いしなかった

というふうなことでご理解をしていただきたいと

思います。

それから、多選の問題ですけれども、就任して

から50日たちました。議会のほうでは議長を努め

させていただき、また皆様方のご協力をいただき

運営をさせていただいたわけですけれども、行政

のほうに入りまして、やはりこれはかなりの経験

が必要だというふうな、リーダーシップをとるに

は。報道なんかでは、下北の中核都市だからリー

ダーシップをとって、強いリーダーシップが望ま

れるというふうな報道がよくされております。し

かしながら、この50日間考えたことは、やはりか

なりの経験がこの首長には必要ではないかなと。

そして、その任期も当然そういうふうなことで推

測できるのではないかと。ただ、そこで３期とい

うことで区切るのは、やはり先ほど申し上げまし

たように、有権者市民の判断であろうかと、こう

いうことでお許しをいただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 15番。

（ ） 、〇15番 石田勝弘 多選についてでございますが

去年の福島県知事の５選目にして辞職しなければ

ならなかった事件などがあり、その前から地方公

共団体では、平成15年３月に東京都杉並区で通算

４選を自粛する条例が制定されている。そのほか

埼玉県など９団体において現在多選自粛条例が制

定されております。確かに今現在経験積まなけれ

ば立派な行政運営はできないと言われるのは全く

そのとおりだと思います。ただし、市長は頭脳明

晰で非常に人柄もよく、たくさんの部下からも信

頼されると思いますので、恐らく１期もう少しで

十分な手腕を発揮されるのではないかなと、こう

。 、 、思うのです ですから そういうことを踏まえて

多選そのものは、いいという意味ではいいです。

リーダーシップとってやらなければいけない、特

に地方分権が進むことになれば、長が一番の責任

者でやらなければいけないというのはわかるので

す。しかし、やはり弊害もあるのは、余りそれを

きちんと口に出されないですけれども、宮下市長

も薄々前から感じているはずです。言えないと思

います。ですので、私としては、では多選自粛条

例案を制定することはどうですかと言われても、

やはり先ほどの答えのようになると思いますの

で、ぜひそのことを考えながら行政運営を今後も

続けてほしいなと、こういう思いであります。そ

れについては、もう終わります。

次は２番目です、核燃料サイクルの話です。杉

山前市長同様、宮下市長も同じ考えだということ

で安心いたしました。それでは、つい最近３市町

村及び県議会議員の方々で県に要望活動するため

の確認協議がされたということでありますが、こ

の交付金は近々来るわけです、実際。だから、事

業も大体こういう事業に使おうとか、幾らかかる

とかというのは、いろいろ検討していると思うの
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です。そういう意味では、要望活動を早くしなけ

ればいけないと思うのでありますが、それがいつ

ごろ計画されているか、決まっていたらお知らせ

してください。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） ただいまの石田議員の要

望活動についてのめどにかかるご質問でございま

すが、先ほどの市長の答弁の中に改めて新市長就

、 、任後 ３市町でこれまでの考え方の確認をしつつ

今後におきまして、できるだけ早い機会に県議会

議員のお力も得ながら進めてまいるという考え方

を示しましたが、具体的な時期につきましては、

本定例会終了後、相手もあることですので、明言

はいたしかねますが、例えば10月の中旬ぐらいま

での目安で考えているということでご理解を賜り

たいと存じます。

もう一点ですが、交付金のこれからの実際に交

付いただける時期ということでございますが、そ

れに関連しまして、議員ご認識のとおり、まずは

県で進行計画を編む必要がございます。今後それ

は編む予定にありますので、私どもといたしまし

ては、その進行計画の策定のプロセスにおいて私

どもでお願いしたい事務事業をこれから要望活動

に合わせまして訴えていくということでご理解を

いただきたいと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 15番。

〇15番（石田勝弘） 今の企画部長のご答弁で大体

把握したわけでありますが、どういう事業が考え

られるかということは、やはり交付金が幾ら来る

かということが決まらないと、どうも前に進めな

いと思うのですが、今現在33％は最低確保してい

るという思いです。あと17％伸びるかどうかがこ

れからの交渉次第といいますか、要望活動次第で

す。ですから、むつ市では、例えば33％に当たる

事業は、私たちとしてはこういうのをやりたいの

だというようなのがありましたら、答えていただ

きたいと思います。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） 先ほどもちょっとにじま

せた気持ちでいたのですが、具体のそのための事

業構築、何を当てるかという点につきましては、

これから要望活動に並行して熟考させていただく

ということでご理解を賜りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 15番。

〇15番（石田勝弘） それ以上言えないと思います

ので、できるだけ事業をこれから絞って、前向き

に早く交付金をいただいて事業も進展するように

お祈りしております。

次に、最後でございますが、中間貯蔵施設関係

でございます。日程等を明らかにされていない。

実は、何でこういうかといいますと、非常に世の

中は景気がいいと言いますが、むつ下北は非常に

冷え込んでいて、もうこの工事自体が待望論なの

です。例えば土木工事からスタートすると思いま

すけれども。建屋の工事、キャスクに７割ぐらい

かかるから、全体としては1,000億円のうちの、

これも２棟建って1,000億円です、1,000億円のう

ちの約250億円から300億円ぐらいしか工事金額が

。 、 、ない 前半は そのうちのさらに半分程度ですが

何億円でも何千万円でもいいという地元の業者の

声があるのです。ですから、そういう意味では、

2010年12月に操業するためには、大体いつごろ、

最低はこのぐらいから建屋を着工しなければいけ

ないとか、そういう目安というのがあると思うの

です。それがわかりましたら、外構工事といいま

すか、土木工事を初めとして、まだ許可される前

にそれに言及するということは大変僣越かもしれ

ないですけれども、ただ、まちの人の声は、どう

なのだということで私たち聞かれるものですか

ら、その辺がわかっていましたら、ひとつお知ら
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せしていただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 石田議員がまちの人の声と

いう形で早くと、早期待望論というふうなことの

お話がございました。市の財政としても全く同じ

でございます。この部分では、石田議員が今まち

の方々の声をお伝えいただきましたけれども、財

政のほうからも早く何とかしていただきたいと。

ただ、それはあくまでもこの審査というものもご

ざいますので、慎重に審査をしていただき、安全

を早く確認をしていただいて、そして先ほど答弁

いたしましたように、農地転用をして、早くその

工事が始まればいいなと、こういうことでござい

ます。思いは一緒でございます。

その余については、部長から答弁させます。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） 市長の答弁に一部補足い

たします。

整地等準備工事、それから本体工事等の関係に

つきましては、先ほどの市長答弁にありましたと

おりでございますので、割愛をいたしますが、リ

サイクル燃料貯蔵株式会社が国へ提出しておりま

す使用済燃料貯蔵の事業許可申請書、これにつき

ましては、市の広報広聴課あるいは図書館及び各

分庁舎におきましても縮刷版という形で閲覧でき

るように配置しておるところでございまして、こ

の使用済燃料貯蔵事業許可申請書に記載されてお

ります使用済燃料貯蔵施設の工事計画、これによ

りますと、準備工事は平成19年度末、平成20年３

。 、 、月からと また 本体工事の開始につきましては

平成21年度、平成21年４月からということになっ

ておりますが、国における安全審査を初めとする

各種許認可事務の進捗状況によりましては、先ほ

ど市長が答弁いたしましたとおりでありますけれ

ども、万が一ということでは変更となる可能性は

全くないとは言い切れないという事情があるかと

思います。

いずれにいたしましても、スケジュールありき

ということでなしに、あくまでも住民の安全確保

が大前提であるということから、国においてはし

っかりと安全審査等をしていただいて、そのうえ

で平成22年の操業開始まで予定どおり進むことを

期待しているというのが私どもの立場でございま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 15番。

〇15番（石田勝弘） 今後多種多様な難題の多いむ

つ市の将来を思うとき、あくまでも市民本位の公

平公正な政策の実現と、よりよいむつ市づくりを

目指すことを宮下市長にお願いいたしまして、私

の任期中最後の質問といたします。

〇議長（川端澄男） これで、石田勝弘議員の質問

を終わります。

昼食のため午後１時まで休憩いたします。

正 午 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎会議時間の延長

〇議長（川端澄男） 本日の会議時間は、議事の都

合により、あらかじめこれを延長いたします。

◎東 健而議員

〇議長（川端澄男） 次は、東健而議員の登壇を求

めます。13番東健而議員。

（13番 東 健而議員登壇）

〇13番（東 健而） 新むつクラブの川内の東であ

ります。在任特例で川内町議会議員からむつ市議
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会議員になって以来、早いものでもう２年６カ月

がたとうとしております。今議会を最後に、その

特例期間も10月15日で最後のときを迎えようとし

ています。合併以来新市振興を願い、毎回のよう

に訴えてきた私の一般質問もこれで最後でありま

す。この後我々議員は、合併後初のむつ市議会議

員の選挙を迎え、新議員としての市民の審判と洗

礼を受けることになります。と同時に、この４市

町村の合併がよかったのか、悪かったのか、それ

を検証する段階に差しかかってきています。

考え方はさまざまあろうかと思いますが、合併

以来私は、郷土のことを思い、市民のために役立

つことを念頭に議員活動を展開してまいりました

が、多少ながら後悔もありました。そして、庁舎

移転問題に見るように、いろいろな苦悩もありま

したが、思い残すこともなく精いっぱいやらせて

いただきました。

また、今までいろいろとお世話になりました亡

き杉山市長を初め新市長、理事者側の皆さん、そ

して同僚議員の皆さんには大変お世話になり、ま

ことにありがとうございました。新市長のもとに

今後の本市のさらなる発展を願いながら、在任特

例議員としての最後の質問に入らせていただきま

す。

、 、それでは むつ市議会第193回定例会に当たり

改めて財政問題と雇用対策について質問をさせて

いただきます。

１項目めでありますが、財政問題について。財

政問題については、午前中の澤藤議員の質問に対

する答弁の中で、私の質問に対する答弁もいささ

か含まれております。また、３月定例会で杉山前

市長に質問をいたしましたので、ご承知のとおり

でありますが、新市長になりましたので、通告の

とおり改めてお伺いいたします。

この財政問題は、本市の将来にかかわる最重要

課題であります。３月定例会の質問と多少重複す

る質問もあると思いますが、ご了承願いたいと思

います。

まず第１に、財政の現状認識について、新市長

にお伺いいたします。本市の財政状況について、

私の調べたところによりますと、綱渡りの状態で

危険水域に達していると思いますが、市長はこの

認識についてどのように考えているのでしょう

か。

第２に、地方財政再生制度について伺います。

６月15日参議院に送られた財政健全化法案が可決

成立いたしました。４指標が導入され、これが運

用されるようになれば、財政指標も連結で示さな

ければならなくなり、財政の健全化は国や県によ

って指導強化されることになります。これについ

ては、理事者側と私の認識の度合いが相当違うと

思います。そこで市長は、この法案の成立をどの

ようにお考えでしょうか、お伺いいたします。

第３に、連結決算と累積債務の総額について。

平成18年８月に総務省が公表した地方行革新指針

によると、普通会計のみならず、公営企業や三セ

クなどの会計をすべて連結にするなど財務情報を

わかりやすく公表することが求められていまし

た。この法案が参議院を通過し、可決成立し、来

年度からの決算は連結で示さなければならなくな

ります。今まで何回も議論の対象となってきたと

おり 本市の財政赤字が約21億円 企業会計に14億、 、

5,000万円が赤字として残っています。合計で約

、 、36億円 本市の標準財政規模が159億円ですから

この20％、32億円が準用財政再建団体転落のライ

ンであります。これを４億円も超えています。こ

れに８特別会計があります。これらを連結で示す

ことになれば、一部事務組合下北医療センターの

79億4,876万1,000円の不足債務額が加わり、莫大

な金額になると思います。市民が総額を知らなく

てもいいことにはなりません。下北地域広域行政

事務組合も含めたすべての累積債務はどのくらい
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でしょうか、それを示していただきたい。

第４に、連結での一時借入金の総額を示せとい

うことでありますが、さらに５月１日の東奥日報

に一部事務組合下北医療センターの一時借入金の

額は134億7,798万6,000円であると書かれていま

す。これは、言うまでもないことですが、借換債

は当該年度内、つまり１年以内に償還しなければ

なりません。一般会計や特別会計の一時借入金、

下北医療センターの一時借入金などの合計はどの

ようになっているのか。これに下北地域広域行政

事務組合の一時借入金が加算されるとどのような

。 、金額になるのか 一時借入金は表面上は分散され

市民は余りわからず、危機感を感じていないよう

であります。しかし、連結決算になれば、この合

計も表に出さなければならなくなります。すべて

の累積債務を含めた財政運営を見ると、夕張市ど

ころの騒ぎではなくなります。この一時借入金の

総額をご提示いただきたい。

第５に、合併特例債の限度額についてお尋ねい

たします。合併特例債は、当初では230億円であ

るとの説明がありました。県の試算では221億円

であるという回答を得ています。それが少しずつ

使われ、目減りしています。しかし、これは幾ら

でも使えるというものではありません。財政再生

団体に転落すれば特例債は全く使えなくなるのは

ご承知のことと思います。この221億円の資金の

。 、用途も消えてしまうわけであります 転落すれば

財政再生団体としての別の特例債があるようであ

りますが、特例債は現段階で転落ラインぎりぎり

までの間での金額しか使えないと思いますが、こ

の認識についてはどうでしょうか。

今の段階では、二、三億円の使用が精いっぱい

だと認識していますが、また累積債務になること

を知りながら、今までこれが小刻みに使われてい

ます。借金をふやしているわけであります。財政

を健全化し、５年後、合併当初の話し合いにより

69億円の特例債を投資するという約束も見通しが

立たなくなっています。

よく周りを見渡していただきたい。現在旧町村

部は驚くほど衰退し、取り返しのつかなくなる一

歩手前まで来ています。多くの市民は、こんなは

ずではなかったと後悔しています。市長は、合併

協議にも出ていたはずであります。協定内容にも

詳しいと思いますが、これを今後どのように改善

していくつもりでしょうか。それとも財政上、も

う仕方がないので改善するつもりはないとお考え

でしょうか。市民への説明のために在任特例議員

としての最後の質問でございますので、明確にお

答えいただきたいと思います。

ところで、この合併特例債の現在の使用限度額

について、今どのくらい使えるのか、またこの限

度額について県との打ち合わせなどがなされてい

るのかどうかお伺いいたします。

また、下北医療センター議会では起債が認めら

れなかったと聞いています。県ではどのような回

答をしているのか。特例債は211億円、幾らでも

使用できるのかどうか。公表できるのであれば伺

いたいと思います。

第６に、合併特例債を赤字に投入できないが、

認識はというものでありますが、私は勉強不足の

ため、過日県へ伺いを立て、ご回答をいただきま

した。特例債は、合併市町村が市町村建設計画に

基づいて行う以下の事業、または基金の積み立て

のうち当該市町村の合併に伴い特に必要と認めら

れるものに要する経費を対象とするものであり、

赤字解消のために使うことはできないとの回答を

得ています。繰り返しますが、財政再生団体に転

落すれば、特例債は一切使うことはできないとい

うことであります。私は、旧町村部との約束がほ

ごにされ、69億円の特例資金が使えず、衰退に拍

車がかかるという危機感から今まで非常に心配し

てまいりました。この財源確保についてですが、
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前市長は電源三法交付金を充てると明言いたしま

した。これについて踏襲するつもりかどうか、宮

下市長はどのようなご認識をお持ちでしょうか。

、 。第７に ４指標導入についてお伺いいたします

健全化法案は、地方自治体、つまり市町村の財政

再建を早期に促すために、ことしの国会に提出さ

、 、 、 、れ 衆議院を通過 それが６月 参議院に送られ

15日に可決成立したものでありますが、この法案

の中身は４つの指標で自治体の財政状況を評価す

るというものであります。

６月３日の日本経済新聞の記事を引用します

と、これには実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率がありますが、財

政が悪化している自治体のその状況に応じて財政

健全化団体か、財政再生団体かに区分され、再建

を求められます。

再生の第１段階が健全化団体で、健全化計画を

策定し、外部監査を受けて自主再建を図るという

ものであります。財政がさらに悪化すると、財政

再生団体になりますが、これは総務省の同意を得

ない限り地方債の発行や借り入れができなくなっ

てしまいます。この基準は、総務省がことしじゅ

うに決めることになっていますが、今のところ連

結実質赤字比率の水準を25％より高くするとの構

想が紙面に出ています。そして、連結赤字の順位

が書かれ、本市の場合は全国で21位にランクされ

ています。もちろん１位は夕張市であります。本

市の場合、連結実質収支比率は16.9、普通会計の

実質収支比率が15.6と相当高くなっています。連

結決算になった場合、手の打ちようがなくなりま

す。取り返しのつかないことにならないか、非常

に憂慮される事態だと思いますが、財政再生団体

になれば、マスコミ報道でご承知のように、夕張

市のように過度な住民負担は避けられなくなりま

す。今まで行政側からは、地方交付税や補助金、

特別交付金などが毎年のように目減りし、市税収

入も減ってきているとの答弁もたびたび聞かされ

てまいりました。総体的に減収になってきている

現在、取り返しのつかない状態になる前に早急に

赤字解消に取りかかり、手を打つべきだと思いま

すが、この４指標が導入されたことについて、新

市長はどのように考えているのかお尋ねいたしま

す。

第８に、基金の積み立てと財政再建優先につい

てであります。前段でも述べましたが、合併特例

法には合併市町村における地域住民の連帯強化、

または合併関係市町村の区域に合った区域におけ

る地域振興等のために設けられる基金の積み立て

がうたわれています。運用に当たっては、強制で

、 。はないが 基金の積み立てが必要となっています

しかし、現在のところ小刻みに合併特例債が使わ

れて、それどころではないように見えます。これ

では、旧町村部の活性化策に対する取り組みが余

りにも心もとない気がいたします。

現在の旧町村部の商店会を見ていただきたい。

農村を見ていただきたい。どこもここも閑古鳥が

鳴いています。大畑地区でも川内地区でも脇野沢

地区でも、この活性化対策を早急にやるべきと私

は今まで何回も提言してきましたが、財政が厳し

いためさっぱりそれがやられていない。

新市長になりましたので、ここで再び提言して

おきますが、本市の活性化には雇用促進と若者の

定住対策が焦眉の急であります。聞きづらいと思

いますが、私の立場としては、言わざるを得ない

問題であります。合併時協定項目で示された財政

再建を優先し、基金を積み立て、庁舎移転を凍結

し、69億円の資金投入のための財政の健全化を図

るのが現段階での最優先課題だと思いますが、こ

れについて市長はどのようにお考えでしょうか。

第９に、庁舎移転と特例債使用についてであり

ます。庁舎移転問題について少しお聞きいたしま

、 、 。すが 市長選で市長は 初めは推進の立場でした
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しかし、最後にはなぜかトーンダウンしたような

。 、印象を受けました 大変興味のあるところですが

私の勘違いでなければと考えていますが、なぜで

しょうか。差し支えなかったら、理由をお答えい

ただきたい。

また、この問題について、前市長とも法令遵守

が議論の対象となり問題になりました。これから

の本市の財政事情を考えると、庁舎移転にはどう

しても反対せざるを得ない。私は、何回も言って

きたことですが、財政が許すのであれば、賛成す

るのはやぶさかではない。しかし、現在では今ま

で述べてきたように、綱渡りの状態と見るべきだ

と思います。中間貯蔵施設の交付金の入金が確約

されるまで二、三年延長するべきであります。合

併協定以外への特例債使用について、市長は議長

として合併協議へ参加、協定の取り決めにも尽力

してまいりました。これを違えることになるが、

新市長してはどのようにお考えでしょうか。

第10に、債務負担行為の名目と、その補償金額

の合計はということであります。昨年から債務負

担行為がどんどん約束されています。合併以前か

らのこの内容が判然としませんが、これにはどの

ようなものがあるのでしょうか。ことしも川内地

区では、川内地区の温泉施設２カ所、まちの駅、

野平高原交流センターなどがその対象となりまし

た。本市の旧町村部にも指定管理者制度の導入が

増加しています。債務負担行為の額もますます膨

れ上がっているが、平成17年度末のバランスシー

トを見ると、私の単純計算では約43億6,972万

9,000円に上っています。ことしの分も足すと、

それがもっとふえ続けていると思います。下北地

域広域行政事務組合、下北医療センターなども合

わせた債務負担行為の合計でありますが、現段階

でどのくらいあるのかお伺いいたします。

第11に、経費節減に対する認識と対応について

であります。債務負担行為を設定することは、資

金不足と経費節減の考え方から生まれた対策であ

りますが、この返済には現在の資金のほか、これ

から先の国からの交付税や市民の支払う税金など

で対応していかなければなりません。小泉改革の

影響で現在どこでもそれを導入するようになって

きています。しかし、ご承知のように箱物への投

資は本市の将来にわたる債務となっていきます。

それは、何も知らないこれからの若者たちへのツ

、 。ケを残し 将来負担となっていくわけであります

将来負担比率を下げる努力をしなければなりませ

ん。そこで、これからの箱物に対する経費も極力

減らしていかなければならないと思いますが、こ

れからの経費節減について、市長はどのように対

応しようとしているのかお伺いいたします。

第12に、中間貯蔵施設の工事の予定についてお

伺いいたします。新潟県の柏崎刈羽原子力発電所

の耐震強度の問題が浮上し、本市の中間貯蔵施設

の工事への影響が免れなくなっていると思います

が、計画についてお伺いいたします。本市の財政

は、この交付金に依存せざるを得なくなっていま

す。これが滞ることになれば、手痛い打撃になり

ます。工事着手は予定どおり行われるのか、計画

に支障が出ていないか、影響が出ているとすれば

財政的にも支障が出てまいります。その原因説明

と資金調達の予定も含めて、今後の推移について

ご説明いただきたいと思います。

第13に、赤字解消策についてであります。こと

しの３月の全員協議会で病院会計について、旧む

つ市は黒字だが、旧大畑町と旧川内町の赤字額が

極端に高いし、これからも急激にそれが増加して

いくことが報告されました。決算報告を連結で示

さなければならなくなれば、この問題も本市の足

かせになります。このまま見過ごすことができな

い問題であります。この赤字解消対策はどのよう

になっているのか。本市の総合的な赤字解消策に

ついて市長のご見解をお伺いいたします。
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次に、２項目めでありますが、雇用対策につい

て。第１に、雇用に対する考え方についてお伺い

いたします。財政問題についてお伺いいたしまし

たが、ところで財政を円滑にするためには、税収

アップを図る対策が不可欠であることはご理解い

ただいておられることと思います。それには、な

いところから取るということではなくて、住民雇

用の充実が必要であります。市長は、この雇用対

策についてどのようにお考えでしょうか。

第２に、企業誘致に対する取り組みについて。

８月29日の東奥日報の記事でありますが、市長も

読んだことと思いますが、企業誘致に300億円、

経済産業省が本県など10件に交付とあります。こ

れは、本県でも津軽と県南・下北の２地域が指定

を受けたとのことであります。中でも下北に注目

をすると、環境リサイクル・エネルギー技術関連

産業とエレクトロニクス産業の集積を掲げ、新規

立地56件、新規雇用4,100人などを目標にしてい

ると書かれています。よく見ると、これには下北

。 、のどこという場所が示されておりません そこで

先走るようですが、ぜひこの関連企業を川内、大

畑、脇野沢などの本市の旧町村部に誘致するよう

働きかけてほしいと思いますが、この企業誘致構

想に対する取り組みについて市長はどのようにお

考えでしょうか。

以上、２項目について新市長の英断と明快なご

答弁を求め、壇上からの質問といたします。

〇議長（川端澄男） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 東議員のご質問にお答えい

たします。

まず、財政問題についてでありますが、１点目

の財政の現状認識についてお答えいたします。

東議員が申されましたように、非常に厳しい財

政状況であることは私も強く認識しており、財政

再建を最重要課題に掲げ、効率よく効果的な市政

運営に取り組むことを約束したものであります。

財政再建の厳しい状況下、本年度の繰上充用額は

21億3,000万円余りとなり、昨年度から約３億

5,000万円の繰上充用額の減額となり、やや好転

の兆しが見え始めていものの、今後も議会や市民

の協力を賜りながら、職員一丸となって、なお一

層財政再建に努めてまいる所存でありますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、２点目、３点目及び７点目は、再生法制

にかかわることですので、お答えは前後いたしま

すが、一括してお答えさせていただきます。

この法律は、地方公共団体の財政の健全化に資

することを目的としたものでありますが、あわせ

て各会計の決算や地方債残高、一般会計からの繰

入金等、一部事務組合のおおよその経営状況や一

般会計との関連がわかる仕組みづくりがなされる

もので、財政の健全化がより透明化、明確化され

るものと考えております。澤藤議員にもお答えい

たしましたが、本法律は財政の健全性に関する４

つの指標を定義しておりまして、この指標が１つ

でも政令で定める早期健全化基準以上の場合に

は、年度末日までに財政健全化計画を議会の議決

、 。を経て定め 速やかに公表しなければなりません

また、将来負担比率を除く３つの指標のうち１

つでも財政再生基準以上の場合には、年度末日ま

でに財政再生計画を議会の議決を経て総務大臣に

協議し、その同意を求めなければなりません。東

議員が申されます一部事務組合の累積債務は、連

結実質赤字比率には影響を及ぼしません。しかし

ながら、一部事務組合が起こした地方債の元利償

還金に係る一般会計の負担金等は、実質公債費比

率の算定に加えられるものでありますし、将来負

担比率にも関係してまいります。

なお、詳細部分については、現在国において策

定中ですので、比率に関して詳しい数値はお示し

できませんが、下北医療センターの不良債務すべ
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てが対象となるわけではありませんし、将来負担

比率の指標に関しては、早期健全化基準にのみ該

当し、財政再生基準には該当いたしませんので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、４点目の一時借入金についてであります

が、一時借入金は１つの会計年度で歳出の現金が

不足した場合に、その支払い資金の不足を補うた

め一時的に借り入れる金銭を言いますので、歳入

歳出予算には計上されませんが、借り入れの最高

額は予算で定められております。この借り入れの

最高額とは、ある時点における一時借入金の現在

高の最高額を指し、借り入れの累計総額を言うも

のではありませんので、予算の定める最高額の範

囲内であれば何回でも借り入れ、返済を繰り返す

ことができますが、当該会計年度の歳入、すなわ

ち当該年度分として収納された歳入をもって、そ

の年度の出納閉鎖日である５月31日までに償還し

なければなりません。

なお、一部事務組合の部分に関してはお答えを

控えさせていただきますが、８月末日現在での一

般会計及び７つの特別会計の一時借入金の総額

は、証書借り入れ25億円、当座貸し越し14億

2,600万円で、合計39億2,600万円となっておりま

す。

５点目、６点目、８点目及び９点目は合併特例

債にかかわることでありますので、一括してお答

えいたします。

東議員が申されますように、財政再生団体にな

れば、合併特例債はもとより、ほぼすべての事業

に対する地方債の発行が認められません。また、

実質公債費比率が25％以上35％未満では、一般単

独事業の一般事業や公共用地先行取得事業が、さ

らに35％以上になると、前述の事業ほか一般公共

事業や公営住宅建設事業と大半の事業が許可され

ないものとなっております。これらを回避するた

めに、行政改革や集中改革プランに基づき行財政

改革を行い、電源立地地域対策交付金を有効に活

用しながら、平成23年度の赤字解消に向けて鋭意

取り組んでいるものであります。

新市まちづくり計画の財政シミュレーションで

は、平成17年度から平成21年度までの合併後５年

間は電源立地地域対策交付金を財源とした特別分

の事業費を除いた通常分の普通建設事業費の財源

として合併特例債を除く地方債が計上されている

ものであります。また、旧４市町村の道路整備事

業についての財源は、財政措置の大きい過疎対策

事業債と財政措置の少ない臨時地方道整備事業債

並びに豪雪対策事業債を使用することとしている

ものであります。

合併協議事項は、確かに尊重しなければならな

いものであると私も認識しておりますが、澤藤議

員のご質問でもお答えいたしましたとおり、財政

の健全化を第一義とする基本的合意からすれば、

財政運営上有効な合併特例債が使用できるにもか

かわらず、わざわざ財政措置の少ない地方債を使

用することは、財政の健全化に逆行する手段であ

り、とり得るものではありません。したがいまし

て、今後とも財政の健全化を図るうえからも、合

併特例債の対象となる事業に対しては積極的に活

用していかなければならないものと思っておりま

す。

庁舎移転に関しては、これまでの経過をご理解

賜りたいと存じますが、財政再建を確実に進めて

いくうえからも、有利な合併特例債を活用するこ

とは必要であると考えております。

なお、合併特例債の額につきましては、事業費

ベースで約233億円、この額の95％、約221億円が

上限額となります。いずれにいたしましても、合

併特例債の許可期限が平成26年度までと限定され

ておりますので、今後の合併特例債の活用状況や

財政状況の健全性を見きわめながら、基金を含め

真に有効な財源としての活用方法を検討してまい
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りたいと存じます。

次に、10点目の債務負担行為についてでありま

すが、一部事務組合の額についてはお答えを差し

控えさせていただきますが、平成18年度の決算見

込みでは一般会計で41億5,230万円、下水道事業

特別会計で2,000万円、合計で41億7,230万円とな

っております。なお、一般会計における債務負担

行為のうちむつ総合病院に対する平成34年度まで

の負担分が約81％を占めております。東議員申さ

れますように、指定管理者制度の導入により、こ

れに係る債務負担行為が年々増加傾向にあります

が、指定管理者制度は複数年協定を結ぶことによ

り、その効率的、経済的な効果があらわれるもの

ですので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、11点目の経費節減に対する認識について

でありますが、いわゆる箱物の建設は、これまで

もその時々の財政状況や市民の要望等を考慮しな

がら必要な施設に限り行ってまいりました。これ

らの施設には、必ず維持管理が伴い、これまでも

最少の経費で最大の効果があらわれるよう努めて

まいりましたが、行財政の効率化や職員削減によ

る市民への影響を及ぼさないためにも、指定管理

者制度の導入は避けて通れないものであります。

今後も施設の建設とあわせ、その維持管理にも経

費節減を図ってまいりたいと存じます。

次に、12点目の中間貯蔵施設の工事の予定につ

いてでありますが、石田議員のご質問にもお答え

いたしましたとおり、現在は原子力安全・保安院

において安全審査が行われている段階でありま

す。また、地震による原子炉施設等への影響につ

きましては、現在国等において詳細な調査が行わ

れているところでありますが、今後この新潟県中

越沖地震等に係る新しい知見や国からの新たな指

導等があれば、安全審査への影響が出る可能性も

考えられますが 現段階におきましては 平成22年、 、

の操業開始というスケジュールに変更はないと伺

っておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

最後に、13点目の赤字解消策についてでありま

すが、むつ総合病院を初めとした下北医療センタ

ーの経営健全化に対する支援、さらには、し尿や

ごみ処理及び消防等の地域に密着した下北地域広

域行政事務組合への負担など、むつ市が抱える財

政負担は非常に大きなものがありますが、いずれ

も市民にとってはなくてはならないものでありま

すので、再生法制に係る政令の動きも注視しなが

ら、今後とも平成23年度の赤字解消に向けて着実

に施策を進めてまいります。

具体的には、議会初め市民の方々に財政状況を

ご理解いただくための住民説明会を開催していく

ことも考えておりますし、電源立地地域対策交付

金を人件費等のソフト事業に充当し、一般財源の

軽減を進めていくことや、過疎債や合併特例債な

どの交付税措置の高い有利な地方債の活用を図る

とともに、退職者一部不補充による市民サービス

の低下を来さないためにも指定管理者の積極的導

入による施設の有効活用を図ってまいります。さ

らには、事務事業量の見直しも積極的に行ってま

いりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、雇用対策についてでありますが、これま

で雇用に関しては、市町村合併以来さまざまな観

点から多くのご質問があったことは承知いたして

おり、地域の雇用創出は私といたしましても、ま

なじりを決して取り組まなければならない最重要

課題の１つと認識いたしておるところでありま

す。

今私ども地方自治体には、地域間格差是正を図

るため、地域住民や民間事業者と一体となった独

自の政策による自主的な取り組みが求められてお

りまして、当下北地域では当地域ならではの産業

育成や地元企業の活性化、新産業の創出等により

雇用の確保、新たな雇用機会の開発等を促し、地

域活力の再生を図ることが必要であろうと考えて
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おります。

これらの取り組みの１つとして、県では全国と

の格差が著しい雇用環境を重く受けとめ、雇用需

要の絶対的不足を解消するべく、現在地域雇用開

発促進法の改正を受けた青森県県南・下北地域雇

用開発計画を策定中でありまして、このほど市に

対して地域の雇用開発の目標、方法等に関して意

見を求められたところであります。

10月初めには、国の同意を得る予定となってお

りますが、この同意を受けますと、地域内事業所

の設置、整備に伴い、地域求職者を雇い入れる事

業主に対し、設置費用を助成する雇用開発奨励金

のほか、中核的人材の受け入れに対して助成する

中核人材活用奨励金、受け入れた求職者への職業

訓練に対し助成する地域雇用能力開発助成金など

の国の支援措置が受けられることとなります。

また、次の企業誘致に関するご質問の中でご説

明申し上げます企業立地促進法に基づく青森県県

南・下北地域産業活性化計画についても、この計

画に関連づけられておりまして、企業誘致の観点

からも雇用促進を図ることとしております。

市としても、中小企業者の体力維持や設備投資

による雇用継続、雇用拡大を図るうえでは効果的

と考えております市単独の特別保証融資制度や地

域内創業を支援する地域創業助成金など、雇用促

進を図る環境づくりをしてまいったところであり

ますが、さらに国では雇用創造に向けた意欲が高

い地域に対しての支援措置も整えておりまして、

この支援措置を受けるためには、市が地域雇用創

造計画を策定する必要がありますが、これら国や

県の支援策をより効果的に活用を図り、市民の声

に耳を傾け、今行政として何が必要なのか、何が

求められているのかを的確に判断し、総体的な観

点から雇用創出に取り組んでまいりたいと思いま

すので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、雇用対策についてのご質問の２点目、企

業誘致に対する取り組みについてであります。議

員のご発言にもありますように、先般新聞報道さ

れておりますが、本年６月に施行された企業立地

の促進等による地域における産業集積の形成及び

活性化に関する法律、いわゆる企業立地促進法に

基づき各県が策定した基本計画が国の同意を得ら

れたことにより、全国初の指定地域として本県を

含む10県、12の地域が指定されたところでありま

す。

青森県が策定した２地域の計画のうち県南・下

北地域における基本計画では、４市11町２村を対

象地区として、環境・エネルギー関連産業及びエ

レクトロニクス等先端技術産業の集積や、新技術

・新産業の創出を促進するとしており、この指定

集積業種の新規立地件数は５年間で56件、新規雇

用4,100人、製品出荷額を610億円を見込むとした

数値目標を掲げております。この制度の実行を促

すための地方交付税措置として、地方税の課税免

除または不均一課税に伴う減収分の補てんなどの

優遇策がとられることとなるものであります。

東議員におかれましては、これまで人口減少、

雇用対策に絡めてＩＴ企業の誘致や燃料電池、コ

ージェネレーション発電等関係企業の誘致など具

体的な企業誘致に関する提言をされてきておりま

すが、基本計画によれば、平成13年に県が打ち立

てたクリスタルバレイ構想や平成15年５月に認定

された環境・エネルギー産業創造特区における先

駆的プロジェクトなどを強力に推し進めていく内

容となっており、まさに東議員がご提言されてい

るような企業の誘致を積極的に進める内容となっ

ております。

しかしながら、当市はこれまでも環境・エネル

ギー産業創造特区、クリスタルバレイ構想地域、

むつ小川原開発地域のいずれの地域にも指定され

ていながら、なかなか思うように企業の進出が図

られていない現状であり、また企業立地が一地域
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に集積する傾向もあるということを考えますと、

簡単に誘致が進むとは考えにくい状況にあると思

っているところであります。

私も東議員が懸念される人口減少、雇用対策は

重要課題であると十分認識しておりますので、企

業に来ていただけるような環境の整備に努めると

ともに、企業立地促進法の趣旨、目的も十分踏ま

えさせていただき、企業誘致が図られるよう情報

収集に努め、鋭意努力してまいりたいと考えてお

りますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 13番。

〇13番（東 健而） 丁寧なご答弁ありがとうござ

いました。

財政問題については、私と認識が大体同じよう

な感じを受けましたので、これでよしといたした

いと思います。

。 、この中で答弁漏れが１つございました それは

亡き杉山前市長にも質問したわけでありますが、

旧町村部に対しまして69億円の財源、これをどの

ようにするのか質問しましたところ、この質問で

も申しましたけれども、電源三法交付金を充てる

と明言しておりました。これを宮下新市長はどの

ようにお考えでしょうか。まず、その質問から。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 電源三法交付金のお尋ねで

ございましたけれども、これはこれまでの形でソ

フト事業に交付金を充当いたしまして、そしてそ

の効果によりまして、一般財源の確保、これを行

うことで効率的な財政運営を図っていきたいと、

このようなことで進めていきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 13番。

〇13番（東 健而） 連結決算の問題なのですけれ

ども、私は下北地域広域行政事務組合とか下北医

療センターとか、これなども全部ひっくるめた連

結で示していただくことを期待しておりましたけ

れども、それは別個にするということですので、

これやむを得ない。仮に、これを連結で示すとす

れば、莫大な金額になるわけですね。これは、し

ようがないのですけれども、私のこの財政問題に

対しての一番主眼とするところは、財政再生団体

に転落してはならない。そうすれば、結局市民に

過度の負担がかかります。大変な思いをするとい

うことで、この財政問題を取り上げて質問したわ

、 、けでありますけれども 新市長におかれましては

この財政問題、できる限り財政再生団体に転落し

ないように方向づけて頑張っていただきたいと考

えております。

それで、難しい質問はいたしませんけれども、

その中で１つだけ、１点だけ再質問させていただ

きたいと思います。おととしの議会でしたでしょ

うか、欠損金の問題が出ました。この欠損金の問

題ですけれども、当時私の記憶にあるのは、大体

9,000万円ぐらいの資金が消えてなくなるという

ような感じのご答弁だったように聞いていまし

た。その欠損金が昨年とことし、ずっと継続して

あると思いますけれども、その金額はことしの分

、 。だけでもよろしいですので どのぐらいあるのか

ということは、その目安としまして、市民の生活

がそれに対しまして相当苦しいというようなこと

が類推されるわけであります。ですので、この大

体の概略でもよろしいですので、どのぐらいの金

額が欠損処理されているのか、それをお伺いいた

したいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 東議員と考えを一にするも

のでありまして、財政再生団体は絶対回避すると

いう決意で財政運営をしていきたいというふうな

ことでご理解をしていただきたいと思います。

欠損金については、担当からお答えさせます。

〇議長（川端澄男） 総務部税務調整監。

〇総務部税務調整監（佐藤忠美） お答えいたしま

す。
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一昨日柴田議員にもお断り申し上げましたとお

り、まだ平成18年度のヒアリングが終わっており

ませんので、こちらでつかまえている額としてお

聞きいただきたいと思います。

まず、税のほうですので、市税のことだけに限

ってお答えさせてもらいます。東議員おっしゃい

ましたとおり、平成16年は9,060万円でございま

した。市税全体についてです。

（ 歳入欠損」の声あり）「

（ ） 、 。〇総務部税務調整監 佐藤忠美 はい そうです

不納欠損額です。それで、昨年は8,349万7,403円

ございました。昨年の12月定例会で公開、公表し

ております。平成18年度分ですが、今とらえてお

ります数値は、おおよそですけれども、１億

3,400万円でございます。

以上です。

〇議長（川端澄男） 13番。

〇13番（東 健而） ありがとうございました。

毎年毎年このぐらいの金額が欠損金として処理

されているということになれば、財政状態にも影

響してくるということであります。なるたけ欠損

金がないようにという願いは財政当局もあると思

いますけれども、やむを得ないというところもあ

りますので、私はこれ以上追及いたしません。で

きる限り税収の納入率を上げるような対策をお願

いしておきたいと思います。

それから、雇用対策についてでございますけれ

ども、この雇用対策については、市長はまなじり

を決して取り組むという姿勢を見せましたので、

私の質問に対しても全力で取り組んでいただきた

い、そういうふうにお願いいたしまして、私の質

問を終わらせていただきます。どうもありがとう

ございました。

〇議長（川端澄男） これで、東健而議員の質問を

終わります。

午後２時５分まで暫時休憩いたします。

午後 １時５２分 休憩

午後 ２時０５分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎工 孝夫議員

〇議長（川端澄男） 次は、工孝夫議員の登壇を

求めます。21番工孝夫議員。

（21番 工孝夫議員登壇）

〇21番（工孝夫） 旧川内町、日本共産党の工

孝夫でございます。私は、むつ市新市長宮下順一

郎氏就任後最初のむつ市議会第193回定例会に当

たり、通告に基づき質問をいたします。

第１は、後期高齢者医療制度についてでありま

す。私どもは、この制度の創設について、高齢者

にとっては余りにも重大な問題が内包されている

ため、制度そのものに異議を唱えてきたところで

あります。

来年４月からお年寄りの医療制度が大きく改悪

されようとしております。ご承知のように、来年

４月から始まるこの制度は、75歳以上を対象にし

、 、て 現在加入している国保や健保を脱退させられ

後期高齢者だけの独立保険に組み入れられます。

現行制度との違いは、家族に扶養されている人を

含め、すべての後期高齢者が保険料負担を求めら

れ、大多数が年金天引きで保険料を徴収されるよ

うになることであります。天引き対象は、年金が

月額１万5,000円以上とされ、額については都道

府県ごとに決まるものの、政府の試算では月額

6,200円とされています。これに介護保険料の全

国平均4,090円を合わせるとすれば、多くの高齢

者が毎月１万円以上が天引きされることになり、

わずか月２万円から３万円の年金から天引きされ

たらどうして生活をしろというのかと、大きな不
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安と怒りの声がわき起こっているのも当然であり

ます。

さらに問題なのは、75歳以上の高齢者は、障害

者や被爆者と同じく保険料を滞納しても保険証を

取り上げてはならないとされてきたものが、今回

の制度改悪で、対象者は保険証を取り上げられ、

短期保険証、資格証明書を発行されることになり

ました。

また、保険料は２年ごとに改定されるが、後期

高齢者の数がふえるのに応じて自動的に保険料が

引き上がる仕組みもつくられました。さらに加え

て後期高齢者とそれ以下の世代で病院、診療所に

支払われる診療報酬を別立てにし、格差をつけよ

うとしていることであります。これが導入される

と、後期高齢者に手厚い医療をする病院や診療所

ほど経営が悪化するようになり、高齢者は粗悪医

療や病院からの追い出しを迫られることは目に見

えているのであります。

このようにこの制度は75歳以上の高齢者を他の

医療保険から切り離すことで、保険料値上げか、

医療内容の劣悪かという、どちらをとっても痛み

しかない選択を高齢者自身に迫ろうというもの

で、その意図するのは総じて高齢者の医療費を抑

制することにあります。

以上、この制度の内容の問題をかいつまんで述

べましたが、無慈悲な保険料取り立てや給付切り

捨ては許されるべきものではありません。

私は、こうした観点から、来年４月から始まる

この制度発足に当たり、次の諸点について改善対

策を強く求めるものであります。

第１点は、保険料決定に当たっては、高齢者の

所得、生活の状態を踏まえ、支払いが可能な額と

すること、第２点は、資格証明書の発行や保険証

の取り上げはしない。第３点に、保険料の減免制

度の創設をされること。以上の３点について、制

度創設に当たり広域連合議会において反映される

よう強く求めていくべきだと思いますが、そのご

意思がおありかどうか、制度への所感を含めて市

長のご答弁を求めます。

次に、質問の第２は、地域活性化対策、特に合

併後の集落対策についてであります。今政府、と

りわけ小泉政権から安倍政権による地方自治、地

域など、国政による文字どおりの地方切り捨てが

地域社会の破壊化をも生み出す深刻な自体が進行

しております。構造改革路線のもとで中小都市で

も農村でも地域に人が住めなくなる崩壊現象が起

こっています。

例えば地域医療の崩壊現象が進み、全国224の

公立、公的病院で廃止、中止が計画され、お産の

できる病院、診療所が約5,000から3,000に減少し

たと言われております。郵便局の民営化で集配業

務の廃止が全国1,048局を対象にされ進められて

います。公共交通をめぐっても、特に農村部で住

民のかけがえのない足となっている公営バスの廃

止等が大問題になっているのはご承知のとおりで

あります。大型店の野放し的な出店や撤退により

町の中心部でも地元商店街を中心とした地域コミ

ュニティーの破壊が進んでいます。こうした現実

、 、は 地方自治体がこれらにどう対処していくのか

その対応や対策が待ったなしの課題として迫られ

ている問題であります。

さて、これらの集中的なあらわれとなっている

出来事として集落の問題があります。先月８月

18日、国土交通省の報告によりますと、全国の集

落のうち2,643が消滅のおそれがあり、このうち

今後10年以内に423集落が消滅するおそれがある

と予測されることが指摘されています。全国の６

万2,273集落を抱える市町村を対象に調査され、

前回調査の1999年度からこの８年間で191の集落

が消滅、この時点で10年間は消滅しないと予測さ

れたにもかかわらず、消滅した集落が43あったこ

とが報告となっています。
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報告では、構造的な要因までは踏み込んでいな

、 、 、いものの 重大なことは その大きな要因として

役場からの距離が離れている集落ほど集落機能の

維持状況にも悪影響を与えているとして、急速な

市町村合併の推進の弊害を指摘しております。

合併して３年目に入ったものの、編入された旧

町村側にとっては、当初のバラ色の宣伝とは全く

違った事態が進行している、これが現実でありま

す。合併により生活圏域を超えた広域化となった

新市においては、限界集落化が進み、消滅集落化

が一層懸念されます。地域の活性化は第１次産業

の振興と相まって、先に述べた病院の維持、存続

対策、交通対策、役場の機能強化等、これら集落

対策の強化などの進展がなされずして、集落、町

。 、村の将来は望むべくもありません 存続か消滅か

これらが問われている重大な課題であります。新

市長の合併の認識と活性化対策について、誠意あ

るご答弁を求めるものであります。

質問の第３は、合併後の住民サービス及び負担

にかかわる問題であります。安心して住み続けら

れる地域社会を守ることが今ほど住民の切実な課

題となっているときはありません。三位一体の改

革と称して、いわゆる平成の大合併によって、

3,232あった市町村が1,807市町村まで減少しまし

た。このもとで住民サービスの後退や周辺町村の

衰退、地域社会の崩壊などを食いとめ、住みやす

いまち、地域を構築することが切実な課題となっ

ています。

三位一体改革の名で国の責任放棄につながる教

育や福祉の補助負担金の削減、地方交付税の一方

的削減は、地方自治体に耐えがたい重荷を背負わ

せていることは私から申すまでもないことであり

ます。この中で市町村の合併がもたらした弊害に

ついては、さきの質問課題でも触れましたが、日

常の地域住民生活においてはどうなのか、このこ

とについて、３年目の時点で総括をしてみること

は極めて大事なことであります。私は、この点を

主眼としつつ、以下質問するものであります。

私たちは、昨年秋、合併についてのアンケート

を実施いたしました。その結果は、住民サービス

の後退、住民の負担増が多くなり、かつての川内

町のよさが失われ、合併してから優しさがなくな

った、以前のよい制度に戻してほしい、これがア

ンケートの圧倒的な声であり、現在訴えられる切

実な住民の声であります。具体的には、次のもの

であります。

第１点は、各種書面諸料金、２点にデイサービ

ス利用料、３点に集団基本健診料金の増額分を合

併前の金額に戻してほしい。４点に、出産祝金、

５点に児童育成支援金をもとに戻してほしい。６

点に、公営住宅の建て替え事業を早めてほしい。

７点に、健康管理センターの平時開館を再開して

ほしい。こうしたものですが、これらについて、

まず最初にご答弁を求めます。

さらに、次のものがあります。８点目として福

祉バス、スクールバスの利用制限がされ、不便に

なったということです。例えば福祉バスなどは関

係団体などが諸行事に必要であっても、１カ月以

上前から申し込んでいてもなかなか思うようにな

らず、支障を来していること、スポーツ活動など

遠距離であるむつ地区が会場でも送迎バスの利用

ができず現地集合、解散で保護者の負担が重くて

大変なこと、合併前はなかったことで、利便性の

向上が強く求められております。

９点目に、税金、水道代等の未納者に対し、差

し押さえ、給水停止の通告が合併以前と違い矢継

ぎ早にされること、これらの問題に対しては、機

械的な納入指導ではなく、真に懇切で納得のいく

行政指導をされるべきでありますけれども、この

点についてもご答弁を求めます。

以上、合併の成立要因であり、基本理念だとさ

れた住民サービスは高く、負担は軽くの精神に立
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ち返った施策をいかにして展開されるのか、明確

で納得のいくご答弁を求め、任期中、この場にお

ける最後の質問といたします。

〇議長（川端澄男） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 工孝夫議員のご質問にお

答えいたします。

まず、後期高齢者医療制度についてのご質問に

お答えをさせていただきます。現行の老人保健法

が高齢者の医療の確保に関する法律に改正され、

平成20年４月１日から後期高齢者医療制度が施行

されます。その運営、すなわち保険者は各都道府

県単位の後期高齢者医療広域連合となっており、

青森県の場合は県内全40市町村が加入する青森県

後期高齢者医療広域連合を組織し、現在制度施行

に伴うさまざまな準備作業を行っております。

広域連合は、資格関係や医療給付事務のほか保

険料を決定する等、後期高齢者医療に関するほと

んどの業務を行うこととなっております。これに

対し市町村は、資格の移動に関する事務や高額医

療費等の各種申請の受け付けのほか、保険料を徴

収する事務を担うこととなっております。

ご質問の趣旨の１点目でありますが、高齢者の

所得、生活の状況を踏まえ、支払いが可能な金額

へすべきとのことでありますが、現在保険料を賦

課するための準備作業といたしまして、８月末で

住民情報データを送り、９月14日までに所得のテ

ストデータを送る予定となっております。県内全

市町村の情報を集約したうえで、広域連合におい

て保険料を算出することになりますが、広域連合

の議会を経なければなりませんので、最終的に保

険料が決定されるのは11月の予定となっておりま

す。

保険料は、均等割と所得割のみで算定し、被保

険者一人一人に賦課されることになり、原則的に

は老齢年金等からの特別徴収となります。全国平

均では、おおむね８割の被保険者が特別徴収の対

象者となるものと予想されております。

保険料の軽減措置については、国民健康保険と

同様に、所得の少ない方には、その所得に応じ、

７割、５割、２割といった均等割の軽減措置を講

じることになっております。後期高齢者医療の対

象となる方は、所得の少ない方が多いため、かな

りの割合でこの軽減措置が受けられるものと予想

しております。

、 、また 被保険者一人一人に賦課される所得割は

その方個人分だけの所得で算定しますので、国民

健康保険のように世帯員全員の所得割が世帯主に

だけ賦課されるわけではないため、保険料を支払

えないというケースはほとんどないと思われま

す。ちなみに、この軽減された保険料は青森県が

４分の３、市が４分の１を負担しなければならな

いことになっております。

ご質問の趣旨の２点目、資格証明書の発行や保

、 、険証の取り上げはしないようにと そして３点目

保険料の減免制度の創設についてでありますが、

国民健康保険と同様に、短期被保険者証や資格証

明書の交付に関する条例等を広域連合で制定する

予定になっております。また、生活困窮等どうし

ても保険料を納付することができない方のため

に、保険料の減免に関する条例等も制定すること

になっておりますので、生活保護基準以下の収入

しかない方等は、この減免制度で救済できるもの

と思われます。

また、保険料の徴収猶予に関する規定も設ける

予定になっております。よって、支払い能力があ

るにもかかわらず支払わない等の悪質な滞納者以

外については、短期被保険者証や資格証明書を交

付することはないものと思っております。

、 、最後に ご質問の前段でのお尋ねでありますが

希望者全員が今までどおり診療を受けられるよう

にとのことですが、新制度になるとはいえ、基本
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的には現行の老人保健法を踏襲することになりま

すし、新制度に移行することによって医療費の負

、 、担区分が変わる方 例えば本人１人で判定すると

３割負担になる方で70歳以上の方が国保に残った

場合、その２人で判定すると基準額以下となる方

については、自己負担限度額を今までと同額に据

え置くという経過措置が設けられることになって

おります。また、医療費の一部負担金の減免に関

する要綱等を設ける予定となっておりますので、

今までどおりの診療を受けることができるものと

思います。

冒頭にも申し上げましたとおり、業務のほとん

どを保険者である広域連合が行い、市町村での裁

量がほとんどないこと、また準備段階のため、ま

だ未確定な部分が多くありますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

次に、合併後の集落対策についてのご質問にお

答えいたします。去る８月17日、国土交通省が総

務省と共同で調査いたしました国土形成計画策定

のための集落の状況に関する現況把握調査の最終

報告があり、過疎地域等においては今後とも人口

の減少や高齢化の継続的な進行が見込まれること

から、将来的に衰退あるいは消滅するおそれのあ

る集落が多数に上ることが予想されるとの調査内

容が公表されたところであります。本報告では、

過疎地域等における調査対象となりました全国６

万2,273集落のうち、今後10年以内に消滅するお

それがあると予測される集落は423集落、いずれ

消滅するおそれのあると見られる集落もあわせて

全体の4.2％に当たる2,643集落が今後消滅するお

それがあると予測されており、中心部から離れた

集落ほど危機的な状況に置かれていると指摘され

ているところであります。

本市においても、旧町村地区で人口の減少と高

齢化が進んでおり、平成19年７月末日現在の住民

基本台帳人口で、旧町村地区の全38集落のうち人

口の50％以上が65歳以上の高齢者になり、社会的

共同生活の維持が困難になる集落、いわゆる限界

集落に該当する地区が、大畑町木野部地区の１集

落、人口の40％以上が65歳以上の高齢者となる集

落については、川内町畑地区など10集落に上り、

集落のより一層の衰退が懸念される状況となって

おります。

市町村合併に伴う集落への影響と現状認識につ

いてでありますが、市町村合併に伴い役場から集

落までの距離が長くなったことにより、集落が衰

退したという側面もなしとはしませんが、我が国

が人口減少時代へ転換した今、集落の衰退が進ん

でいるという状況は多面的な要因が絡み合ってお

り、単に市町村合併という範疇にとどまらない国

家的な共通課題でもあると認識いたしているとこ

ろであります。

本市では、合併に際して旧３町村の役場を分庁

舎にするとともに、基本的に従来の役場機能を維

持する部門を置くことで、合併に伴う住民サービ

スの低下を初め地域の衰退を招かないよう配慮し

た経過もありますが、旧３町村地区の人口減少と

高齢化の進行は依然として進んでおり、改めて難

しい問題であるとの思いを強くいたしているとこ

ろであります。

今後の集落対策につきましては、我が国全体で

人口減少が進む中で少子高齢化の進展や雇用問題

を背景とした都市部への人口流出などに対して特

効薬はありませんが、引き続き努力してまいると

ともに、コミュニティーを守るという観点から、

地域住民の声をよく聞き、地域の実情をしっかり

把握しながら、ハード面、ソフト面を含めた生活

基盤の維持、改善に努めてまいる所存であります

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

ご質問の３点目であります。合併後の住民サー

ビスについてお答えいたします。合併後の住民サ

ービスの低下、住民負担の増等が多く、旧川内町
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のよさが失われ、合併してから優しさがなくなっ

た、以前のよい制度に戻してほしいとのことであ

りますが、工・孝夫議員ご承知のとおり現在の各

種手数料や公用車等の使用につきましては、市町

村合併成就に向け、市町村長会議、合併協議会で

の協議を経て調整されたものであります。

調整に当たっては、各地域のバランスと相応の

住民負担という観点、また激変緩和策などの措置

が行われ調整に至ったものと理解しております。

現在合併から２年半が過ぎましたが、全庁が一丸

となり、不断として各地域における住民サービス

を低下させず、均衡ある住民サービスをいかに提

供できるかを主体的に取り組んでいるところであ

ります。

また、まちづくりの主役は市民、市政運営の基

本は対話からという私の政策の基本理念に立ち、

住民の声を聞く機会を設けることによって自ら地

域の課題を見つけ、対策を考え、実行し、評価す

るという自立的かつ開かれた行政の実践を目指し

ているところであります。

本定例会において、むつ市長期総合計画の基本

構想について御議決を賜り、将来あるべき当市の

姿が描き出されました。これは、引き続き予想さ

れる厳しい財政状況にあっても、限られた行政資

源をより有効な方法へと転換することによって、

効果的で効率的な行政運営の推進と新しい地方分

権社会を担うべき各地域の地域力増進のための目

標でもあると認識しております。今後は、これま

での取り組みを踏まえ、新しい長期総合計画を目

標とし、市民本位の効率的で質の高い行政サービ

スの実現を目指し取り組んでまいりたいと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（佐藤節雄） 工孝夫議員お尋ね

の９項目についてのうち、保健福祉部所管の項目

についてお答えいたします。

まず、生きがい活動支援通所事業、いわゆるデ

イサービスの一部負担の関係、それから集団健診

の関係、それから児童育成支援金支給事業につき

ましては、市長から先ほど答弁がありましたとお

り、いずれも合併時に４市町村の調整が図られ、

その基本的な方針が決定されたものであります。

したがいまして、現時点で旧川内町の制度に戻せ

ということにつきましては、合併の本旨に反する

こととなりますので、困難であるというふうにご

理解をいただきたいと思います。

若干数字的なものを述べさせていただきたいと

思いますけれども、まずデイサービスにつきまし

ては、個人負担を1,000円としたものであります

けれども、その経緯は旧むつ市が1,200円であり

ました。旧川内町が800円、旧大畑町が1,330円、

、旧脇野沢村が930円となっておりましたけれども

これを平均いたしまして、1,000円と決定をさせ

ていただいたものであります。ただ、これは平成

17年度中は1,000円で推移しておりましたけれど

も、平成18年度非常にサービスの需要が多くなり

ました。これにつきましては、若干200円ばかり

ですけれども、費用の負担を多くしていただくと

いうふうな方向に転換をさせていただいておりま

すので、ご理解を賜りたいと思います。

もう一つは、集団健診の件でございます。健診

料は、１人5,500円がかかるわけですけれども、

そのうち個人負担として、合併前の旧むつ市は

1,300円を負担していただいておりました。旧大

畑町は1,200円、旧川内町は1,000円、旧脇野沢村

は500円というふうな一部負担を徴収しておりま

したけれども、これを合併協議会におきまして、

むつ市の例により統合するという形で、1,300円

で調整したものであります。

この基本健診の部分を比較いたしますと、高く

はなっているわけなのですけれども、そのほかに

胃がん検診、これがございます。胃がん検診につ
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いては、旧川内町が1,000円であるのに対して、

旧むつ市は900円となっておりました。したがっ

て、その900円ということで旧川内町よりは安く

なっているという実情にございます。

それから、もう一つ、骨粗鬆症の検診がござい

ますけれども、これは旧川内町は600円、旧脇野

沢村は500円でありましたけれども、旧むつ市と

旧大畑町は無料でございました。これは、現在も

無料で検診をしているということで、若干の金額

一部負担の上限はございますけれども、総じて市

民に負担がかからないというような形での調整を

させていただいておりますので、ご理解を賜りた

いと思います。

それから、もう一つ、児童育成支援金の支給事

業につきましては、旧川内町と旧大畑町が制度化

していたものでございます。これは、３人以上の

実子を養育する父母に対して小学校の入学時と中

学校の入学時にそれぞれ支援金を支給する制度で

あります。合併時においては、旧むつ市と旧脇野

沢村がなかったものですから、これを廃止しよう

という協定になっております。

現在支給を受けていた旧大畑町と旧川内町の対

象者については、その証書はもう既に発行してお

りますので、平成29年度までは経過措置を設けま

して、そのまま継続して支給するという制度をと

っております。旧川内町の場合は、中学校と小学

校の入学に際して５万円を支給するということに

なっております。平成19年度から平成29年度まで

32人が対象になっておりまして、160万円ほど予

定をしております。旧大畑町は、小学校入学、中

学校入学は10万円を支給しておりました。平成

19年度から平成29年度までの対象者は98人 980万、

円ほどの予定となっております。以上が３項目に

ついての調整した部分でございます。

次に、健康管理センターを平時に閉館している

ことは住民サービスの低下を招いているとのご指

摘でございます。少子高齢化の進展に伴って、保

健行政と福祉行政は予防重視という考え方に大き

く転換していることはご承知のとおりでございま

す。健康診査は、市民の健康に対する意識の向上

と相まって、重要性を増して、健康診査の結果を

介護予防にも役立てようという流れの中にあって

は、保健部門と福祉部門とが緊密に連携をとって

対応する体制を構築することが必要となってまい

ります。このことが市民の利便性を向上させ、保

健福祉の増進に寄与し、さらには事務の効率化を

図ることができるものと考えております。

このようなことから、昨年の４月に健康管理セ

ンターの保健業務を川内庁舎の健康福祉課に集約

し、職員をすべて健康福祉課の配置としたところ

であります。

健康管理センターの事務や行事をする際には、

使用者の利便性に十分な配慮をしたいと考えてお

りますし、これまでと同様に利用できる体制とし

ておりますので、ご理解を賜りたいと思います。

次に、福祉バスの利用についてであります。こ

れは、福祉バスのみですので、よろしくお願いし

たいと思います。福祉バスについては、本庁舎に

２台を配置し、福祉関係団体の利用に供しており

ます。川内地区の方々につきましては、川内庁舎

の管理課に配置されているバスを利用しているよ

うでありまして、本庁舎に配置されている福祉バ

スの利用申し込みの実績はこれまでないと伺って

おります。また、川内庁舎管理課配置のバスにつ

いては、川内庁舎管理課から確認いたしましたと

ころ、福祉関係、スポーツ関係の利用申し込みを

断ったケースはないということでありますし、川

内庁舎で対応ができない場合は、脇野沢庁舎の協

力を得て対応しているということでありますの

で、ご理解を賜りたいと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 建設部長。
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〇建設部長（成田 豊） 次に、公営住宅、つまり

川内榀木団地の建て替え事業が延期されているこ

とについてでございますけれども、この榀木団地

は、平成14年に策定されました川内町住宅マスタ

ープランに基づき、その同年度に住民説明会も終

え、翌平成15年度に事業に着手し、平成16年度ま

で２カ年で22戸が整備されております。その後平

成17年度から公営住宅の補助金制度が地域住宅交

付金制度に移行し、また平成18年６月には住生活

基本法が施行され、住宅政策に大きな変換期を迎

えておりました。そういうふうなことから、今日

まで事業を休止しておりましたけれども、市では

その移行した交付金制度を活用いたしまして、合

併後のむつ市全体の公営住宅ストック総合活用計

画を平成19年３月に策定したところでございま

す。この計画につきましては、議員の皆様方にも

お示ししたところでございます。

その計画では、各団地ごとに建て替え、維持保

全、戸別改善、用途廃止、この４区分の活用計画

を整備していただいたところでございます。そこ

で、ご指摘の榀木団地は前期、後期の期間別の活

用計画で申し上げますと、平成22年度までの前期

に一部、それから後期の一部、それぞれ建て替え

すべきとの計画を整理させていただきました。ま

た、この整備につきましては、国庫の補助制度、

事業の45％でございますけれども、そのような制

度があるということから、県ともこれまで協議を

しておるところでございます。

その事業に伴う財源の確保につきまして、今後

企画部財政課と十分協議いたしまして、できるだ

け早い時期にこの計画に沿って実行できるように

努力してまいりますので、ご理解を願いたいと思

います。

〇議長（川端澄男） 総務部税務調整監。

〇総務部税務調整監（佐藤忠美） それでは、税務

課から、９項目めの税金に対する機械的な納入指

導をやめて納得のいく行政指導を求めたいという

ことに対してお答えしたいと思います。

税務課では、未納になりますと、滞納整理とい

うことで最終的には差し押さえをして、それを換

価して滞納処分費として税に充てるというところ

が最終的な処分状況になりますけれども、すぐに

そういうことをやるのではなくて、いろいろ徴税

吏員が持っているケースをそれぞれ事情を伺っ

て、どうして滞納することになったのか、その理

由をまず把握しております。そのためには、家族

、 、 、状況 それから勤務先 それから収入のぐあい等

担税力があるのかないのかということをまず調べ

させていただいております。ご存じの方もおると

思いますが、毎月25日から月末30日、31日まで、

支払いがなかなかできないという方に対して、時

間外で夜７時半までやっているのですが、その際

に納税相談も適宜行ってございます。そして、納

税相談をしていただいて、徴収の猶予とか、それ

から差し押さえした物件の換価、先ほど言いまし

た最終的な手段として換価する場合もありますけ

れども、それに対して換価を猶予すると、地方税

法の中にそういうふうな猶予の条項もございます

ので、それらをすべて当てはめて、決して差し押

さえが積極的なということでやっておらないわけ

です。

そしてまた、最終的にどうしても納められない

という方に対しましては、減免の措置もございま

す。減免の要綱等を持って、それに見合う場合は

減免するという措置もございますので、地方税法

にのっとって粛々と整理していくというところで

ご理解をお願いしたいと思います。

以上です。

〇議長（川端澄男） 教育部長。

〇教育部長（新谷加水） 教育委員会からは、スク

ールバスについてのお答えをいたしたいと思いま

す。
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合併後スクールバスの利用が制限されて不便に

なったという趣旨のことであろうと存じますが、

現在スクールバスは川内地区に限らず、全地区に

おきまして、全面民間委託として通学及び学校行

事についてのみ活用することといたしておりま

す。そのため、地域におきましては、多少不便さ

を感じているところがあるかもしれませんが、こ

の間の経緯をご説明いたしまして、ご理解をいた

だきたいものと存じます。

合併以前、旧川内町におきましては、スクール

バスは通学のみならず多目的に活用されていたよ

うであります。これは、他の旧町村でも同様であ

りますし、旧むつ市でも、民間委託しているスク

ールバスは別でございますけれども、以前市所有

のバスについては多目的な活用を行っていたとい

うことでございます。しかしながら、経営難に苦

しんでおります地元民間バス会社から白タクまが

いの運用については、これを自粛するように、再

三にわたる自粛要請がございまして、市といたし

ましては、できる限り民間委託方式に切りかえて

きたということでございます。この要請は、同時

期以来、他市町村に対しても一様に行われてきた

と伺っております。

市といたしましては、路線バスが軒並み赤字に

陥っている中、お年寄りや子供などの交通弱者に

とってはなくてはならない生活路線バスの存続と

いう問題が大きな行政課題にもなっているところ

でもありますので、この要請を重く受けとめ、そ

の要請に応じてきたというところでございます。

そのため、合併以後におきましては、各地区のス

クールバスにつきまして、先ほど申し上げました

ように、全面的に民間バス会社への委託方式に移

行させることとし、他の一般的利用とは峻別して

通学及び学校行事のみに活用することとしたとこ

ろでございます。

学校行事に関する活用につきましては、現在小

学校音楽祭、お話大会を別といたしまして、各地

区とも年間45台から50台に限らざるを得ない状況

でありますので、各校には多少ご不便をおかけし

ている状況にございます。むつ地区におきまして

は、学校行事における移動手段につきましては、

全く支援をしていない状況でもございますので、

各校には学校年間行事の地区内での統一化等工夫

をお願いしているところでございます。

、 、 、ちなみに 昨年度 平成18年度におきましては

川内地区におきまして、小・中合わせて48回の利

用がありましたが、ほぼやりくりができたという

ことでございます。いずれにいたしましても、教

育委員会といたしましては、現在学校統合を進め

ている折でもありますし、小中一貫教育を推進し

ていくこと等もいたしております。また、地理的

問題もありますし、父兄負担の問題等もあります

ので、今後とも各校の学校行事における移動手段

につきましては、他の市所有バスの活用も含め、

できるだけ学校活動に支障を来さないよう、また

父兄にも過度の負担を来さないよう十分意を用い

てまいりたいものと考えているところであります

ので、ご理解をいただきたいと存じます。

以上です。

〇議長（川端澄男） 公営企業局長。

〇公営企業局長（小川照久） 水道料金に関する部

分についてお答えいたします。

川内地区の水道料金は、合併時から旧川内町の

料金体系を適用しておりますので、今のところ住

民負担の増は発生していないものと受けとめてお

ります。

次に、水道料金未納世帯の給水停止の取り扱い

についてですが、給水停止の通知は、未納額が多

額にならないよう、また水道利用者の負担の公平

を図る観点から、３カ月以上の未納世帯を対象と

して行っております。実際に給水停止の通知をす

るまでには、３カ月ほどの期間がありますので、
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その間に世帯訪問や電話相談などにより未納に至

った世帯の状況を確認し、分納や延納の誓約をし

ていただき、未納者に対し支払いが容易な手段を

講じております。

しかしながら、世帯訪問や電話相談などに応じ

ない世帯、あるいは理由もなく分納や延納の誓約

を不履行とした世帯に限りやむなく給水停止の取

り扱いをいたしております。今後も利用者の実情

に応じ、適切に対応してまいりたいと考えており

ますので、ご理解をお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 21番。

〇21番（工孝夫） いろいろ関連が出てまいりま

すので、議長には、その点ご配慮のほどよろしく

お願いいたします。

順序は逆になりますけれども、まず３番目のほ

うからお尋ねしたいと思います。ただいま公営企

業局のほうから水道料金について分納、延納を進

めているのだと。どうしても３カ月以上それにつ

、 、いて相談にも応ぜず いわゆる悪質といいますか

そういうものに対しては別な扱いをしている旨の

答弁がなされましたけれども、合併してから、こ

の水道の料金が支払われなかったということで、

そういう相談を受ける、あるいは行政指導をして

も、なお支払わないために給水を停止したという

方がありましたかどうか、これをお尋ねしておき

ます。

〇議長（川端澄男） 公営企業局長。

〇公営企業局長（小川照久） ただいまの質問です

けれども、今年度の状況でお話しさせていただき

ます。

未納者に対します給水停止の、これ予告という

ことから始まりますけれども、３地区合計で延べ

208件ほどございまして、その中で56件について

給水停止の通知を出しております。その後完納あ

るいは一部納付、さらに納入誓約書等によって

42件ほど解除いたしております。そのうち川内地

区については、給水停止予告を17件、さらに給水

停止を執行したのが６件でございますが、そのう

ち分納あるいは延納という形での支払いをいただ

きまして、今のところ１件ほど給水停止の状態と

なっております。

以上です。

〇議長（川端澄男） 21番。

〇21番（工孝夫） 私から言わせれば、相当な件

数に上っていると言わざるを得ません。

命の綱でもある水を停止するということは、合

併前の川内町はなかったと聞いておりますし、私

もそういう記憶がございません。そういう事態が

今起こっているという、このことは重大な問題だ

と思うのです。全国的に非常に悲劇が起こってい

る、これはご承知のとおりだと思うのです。

私この水道をとめられた方から事情を聞いてみ

ましたが、本当に大変なのです。遠く離れた地域

で自転車でわき水をくみに行って、そして１週間

しのいだと。大根を１本買ってきて、３日間食い

つないだと、そういうことが今起こっている、こ

とし起こっている。これはやはり機械的な指導、

決して一方的であると私は決めつけるわけではあ

りませんけれども、もう少しそういう方々の立場

に立って行政指導がやられたら、こういうひどい

ことは起こらないのではないかと。もし間違えば

大変な事態になると。仕事がない、お金が入らな

い、払いたくても払えない、こういう方々がいる

ということを、市長、ぜひ実態として把握して、

そういうものを今後懇切丁寧な行政指導を進めて

いくということが非常に大事になってくるのでは

ないかと思いますので、市長からの決意のほどを

伺っておきたいと思います。

それから、病院あるいは交通手段であるバスの

確保、この点の答弁が抜けておりますので、お答

え願いたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。
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〇市長（宮下順一郎） 工孝夫議員のただいまの

給水停止の部分、１件というお話ございまして、

かなりご苦労なさっている状況をお聞きいたしま

した。しかしながら、行政といたしましては、今

までの説明のとおり、答弁のとおり、手順を踏ん

で、しっかりとその状況をお聞きしつつ、そして

分納、さまざまな措置を講じて、やはり受益者負

担という原則は崩せない部分もあります。個々の

ケースにつきましては、やはりこれからの行政指

導のあり方等もひっくるめまして、十分その部分

で配慮をして、あくまでも原則は受益者負担、公

平公正というふうな旨の部分では原則をしっかり

守りつつ、個々のケースに当たりましては、十分

精査をいたしまして対応するように督励をしてい

きたいと思います。しかしながら、できるだけ財

政状況等、１件というふうなことには限らず、そ

ういう部分では、市民の皆様方にご協力をいただ

きたいということも申し添えさせていただきたい

と思います。

以上です。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） それでは、お答えをいた

します。

先ほど来スクールバスとか、あるいは福祉バス

等の問題が質問されたわけでございますが、私ど

もといたしましては、生活弱者の足を守るという

ことをまず第一義としまして、これまでの議会の

答弁でもいたしてまいりましたが、今後地域公共

交通会議、こういったものを立ち上げる予定にご

ざいますので、この中でよりよい地域の生活の交

通システムという点で模索をして研究をさせてい

ただきたいと思いますので、よろしくご理解をい

ただきたいと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 21番。

〇21番（工孝夫） 質問が後ろからになっていき

ます。ご承知おきください。

第２番目の問題で、私いろいろ国土交通省の報

告に基づいて質問したわけです。その中で質問通

告もしてありますけれども、この集落の問題でバ

スの増便、いわゆる足の確保、それから病院の維

持、役場の機能、こういうものの対策はどうなっ

ているのかということで聞いたのですけれども、

これについては具体的な答弁がなかったので、そ

の点でのご答弁をお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 集落を維持するというふう

なことは、先ほどの答弁でも申し上げましたとお

り、非常に厳しい状況にあります。ただ単にそれ

は費用対効果だけではなく考えていかなければい

けないと。その地域地域に住んで、そこでずっと

生活をして、そしてそこで文化を守り、子供たち

を育て上げたという、そういう風土は非常に大切

に行政としても考えていかなければいけないと。

その中で、やはり地域コミュニティーをしっかり

と守って、そしてそのコミュニティーのところに

我々行政が出て、どういうふうな部分で不足を感

じているのか、その声を聞くシステムをこれから

とっていきたいと。この中でそれなりの一定の方

向づけがなされてくるのではないかなと、このよ

うに感じているところであります。できるだけ行

政のほうから、そういう場面に我々が足を運んで

みたいと、こういうふうに思っておりますので、

ご理解いただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 21番。

〇21番（工孝夫） 新市長の公約でもありました

、 、住民が主人公 市民が主役だという観点に立てば

私たちが従来主張してきたのと合致するわけです

、 、から 必ずそういう方向でいっていただきたいし

今ご答弁にあったように、住民の声を聞くという

ことは非常に大事な問題ですから、そういう姿勢

で取り組んでいただきたい。
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ただ、ご承知のとおり、来年川内病院も診療所

化になるという方針を県では打ち出しておりま

す。そうなってまいりますと、大畑病院も合併し

て診療所になったわけですけれども、大畑診療所

だって、当初は19床のベッドのある診療所だと言

っておったのです。いざとなったら、ごらんのよ

うな状態になってしまったと。ですから、地域に

とって、病院が診療所に格下げになるということ

はどういうことかということをやっぱり考えてい

ただきたい。

今現在約4,000万円ほど地方交付税として病院

側に入っているわけですけれども、診療所になれ

ば大体700万円です、私が聞いて試算していると

ころは。そうなってきますと、赤字になるわけで

す。基幹病院の足を引っ張るということで、佐井

村あるいは風間浦村のように、来年から診療所そ

のものもなくしていくという方向づけであります

から、この点については、市長、何としても、そ

れこそ住民の声を聞き、納得しないうちは、もう

絶対にそれを阻止するというかたい決意で取り組

んでいただきたいと思うのですが、これについて

の新市長の考え方をお聞きいたします。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 集落の問題なのですけれど

も、私どもも行政として足を運んでさまざまな意

見をお聞きする場面もあります。しかしながら、

現行の制度の中で、町内会の形で、そして行政連

絡員制度という部分がありますので、それらもや

はり強化をしつつ、住民の方々の声を吸い上げる

システムをしっかりつくっていかなければいけな

いと、こういうふうな思いでございます。

今病院の問題、診療所の問題が出ましたけれど

も、それは下北医療センターの問題でありますの

で、ここではご答弁を避けさせていただきます。

しかしながら、私は市長に就任してから職員の前

、 、 、で また記者会見等々で財政状況 それから病院

それぞれのさまざまな部分でタウンミーティング

、 、 、的なもの また出前講座的なもの そういう形で

より行政の理解を深めていただくための手法をと

っていきたいと、こういうふうなことをし、今そ

れぞれの担当にそれらの私の意思を伝えておりま

すので、間もなく実現できるのかなと。ただ、ち

ょっとやっぱりこれまでの既存の制度があります

ので、その部分と重複しないように、よりまた幅

広い形の中で補完し合うような形で、タウンミー

、 、ティング的なもの 出前講座的なものを実施して

住民の声、そして我々のこの状況をご説明する段

取りを組んでいきたいと、こういうふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 工孝夫議員、時間も来まし

た。簡潔に。

〇21番（工孝夫） ぜひ市長、住民の声を十分お

聞き願って、期待にこたえる方向で努力していた

だきたいということを要望しておきます。

なお、最後に後期高齢者の問題ですが、保険証

の取り上げだとか、そういうのはしないのだとい

うような答弁だったと思うのですけれども、これ

を確認したいと思います。

〇議長（川端澄男） 工孝夫議員、申し合わせの

時間が過ぎました。ご協力をお願いします。

これで、工孝夫議員の質問を終わります。

午後３時20分まで暫時休憩いたします。

午後 ３時０８分 休憩

午後 ３時２０分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎中村正志議員

〇議長（川端澄男） 次は、中村正志議員の登壇を

求めます。58番中村正志議員。
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（58番 中村正志議員登壇）

〇58番（中村正志） むつ市議会第193回定例会に

当たり一般質問を行います。市長並びに理事者に

おかれましては、明快かつ具体的で前向きなご答

弁をお願いいたします。

質問の第１は、宮下新むつ市長の政治姿勢につ

いて、特に自治体運営についてのご所見をお伺い

いたします。

、「 、地方自治法第１条の２では 地方公共団体は

住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域

における行政を自主的かつ総合的に実施する役割

を広く担うものとする」とあります。これは、自

治体の本来のあり方を理念として端的にあらわし

ているものだと思います。しかしながら、時代が

変わるにつれ、住民の生活が豊かになるにつれ、

また地方分権が進むにつれ、住民のニーズは多種

多様化すると同様に、自治体の行う仕事も膨大と

なり、自治体の求められる役割も大きく変化して

きています。合併をして約２年半、今まさにむつ

市という自治体がどうあるべきか、今後どう進ん

でいくのかということも含めて、自治体に求めら

れている役割について、市長のご所見をお伺いし

たいと思います。また、あわせて市長の目指すむ

つ市政運営についてお伺いをいたします。

質問の第２は、リサイクル燃料備蓄センター、

いわゆる中間貯蔵施設についてのこれまでの進捗

状況と今後の予定、見通しについてであります。

この質問につきましては、午前中の石田議員の質

問と重複しておりますので、簡潔なご答弁をお願

いいたします。

質問の第３は、医療行政についてであります。

医療行政については、一部事務組合下北医療セン

ター議会がございますので、その部分には極力触

れないようむつ市としての考えをお聞きしたいと

思います。

現在全国における平均寿命のワースト１位は、

男女とも青森県であります。その中でも死亡原因

の１位ががんであり、３割を占めています。青森

県にとっても、がんの克服は重要課題であり、が

ん治療の機能強化に取り組んでおると聞いており

ます。その取り組みの１つとして、地域がん診療

連携拠点病院として整備をしているわけでありま

すが、この地域がん診療連携拠点病院についての

むつ市の考え、取り組みについてお伺いをいたし

ます。

第１点目、この地域がん診療連携拠点病院とは

どういうものなのか、お知らせください。

第２点目、この地域がん診療連携拠点病院の指

定を受けるとどのようなメリットがあるのでしょ

うか。

第３点目、青森県内では西北五地域とむつ下北

地域に、まだこの指定病院がないと聞いておりま

すが、今後指定を目指す考えがあるのかどうかお

伺いをいたします。

次に、懸案となっておりますむつ総合病院メン

タルヘルス科病棟の改築についてお伺いいたしま

す。老朽化が著しいメンタルヘルス科病棟であり

ますが、その改築について、話題には上がるもの

の、なかなか具体的な話が進んでいないようであ

ります。このことについて、むつ市として一部事

務組合下北医療センター側からどのような相談や

説明を受けているのかを含めて、むつ総合病院メ

ンタルヘルス科病棟の改築についての現況と今後

の予定についてお伺いいたします。

また、この改築についての予算構成については

どのように考え、あるいはどのような相談を受け

ているのか、あわせてお伺いをいたします。

質問の第４は、道路整備についてであります。

地域の活性化のためには、道路網の整備は欠かす

ことのできない重要な問題であります。現在私た

ちがその一日も早い完成を願っているものとして

下北半島縦貫道路と国道338号宇曽利バイパスが
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あります。各機関、各関係者のご尽力により、少

しずつではありますが、工事のほうは進んでいる

ようでありますが、本音といたしましては、一体

いつになったらできるのかというのが正直な感想

でございます。そこで、この２つの路線について

お伺いをいたします。

第１点目、下北半島縦貫道路の進捗状況と今後

の取り組み予定について、第２点目、国道338号

宇曽利バイパスの進捗状況と今後の取り組み予定

について、あわせてお伺いいたします。

以上で、壇上での１回目の質問を終わります。

〇議長（川端澄男） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 中村議員のご質問にお答え

いたします。

まず、政治姿勢について、私の自治体運営につ

いての所見に係るお尋ねであります。地方自治と

は地方住民の意思に基づいて施政を行おうとする

ものとあります。まさに地方公共団体が独立の団

体として自己に属する事務を私たちが私たちの責

任において行うことであります。目標とするとこ

ろは、石田議員からのご質問にもありましたよう

に、市民の暮らしを守り、福祉の安定を図ること

が政治家であり、地方公務員の果たす役割と認識

いたしております。その目標とするところを具体

的に掲げ、それに向け努力することであります。

まず第一義に、市民の声を広く聞き、つまり市

民中心の市政を行うことであります。

次に、最少の経費で最大の効果が得られる効率

的な体制を確立することであります。

次に、地域の子供たちの将来展望に立っての教

育環境の充実であり、昨今の風潮であります子供

の間のいじめ、それに起因する自殺、殺害など、

それらを防止するための家庭教育や地域教育も施

策として推進していかなければならないと考えて

おります。

また、少子高齢化を迎える中で地域が一体とな

った医療対策、高齢者、障害者のサポート等に力

を注いでまいりたいと考えております。

そして、次に地域の活性化のためには、公共事

業や企業誘致も必要でありますが、現状は極めて

難しい状況にあります。また、地域の農産物、水

、 、 、産物の商品化 ブランド化 そしてその販売促進

またそれらによる雇用の拡大も必要であります。

今後目標の達成のため、より具体的な対策を検討

し、実行していく所存であります。その結果とし

て、市民の暮らしを守り、福祉の安定を図ること

が実現されればと考えているところでありますの

で、ご理解いただきたいと思います。

次に、中間貯蔵施設についてのご質問にお答え

いたします。これまでの進捗状況と今後の予定、

見通しについてのご質問でありますが、先ほどの

石田議員、東議員のご質問においても触れており

、 。ますので 要点だけお答えをさせていただきます

事業主体であるリサイクル燃料貯蔵株式会社が

平成17年11月21日に設立された後に、事業許可申

請に向けた詳細調査、解析等が１年余りにわたっ

て行われ、本年３月22日にリサイクル燃料貯蔵株

式会社が国に対し使用済燃料貯蔵事業許可申請書

を提出したところであります。現在は、経済産業

省、原子力安全・保安院において１次の安全審査

を行っている段階であり、その後内閣府原子力委

員会及び原子力安全委員会による２次の安全審査

が行われることになっております。安全審査が終

わり国からの事業許可が出されますと、各種許認

可事務手続を経て本体工事の開始となりますが、

本体工事開始までの間に農地転用許可がおり次

第、敷地造成等の準備工事に入ると聞いておりま

す。

また、新潟県中越沖地震に係る新しい知見や国

からの新たな指導等があれば安全審査への影響が

出る可能性も考えられますが、現段階におきまし
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ては、平成22年の操業開始というスケジュールに

変更はないと伺っておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、医療行政についての１点目、地域がん診

療連携拠点病院についてでありますが、我が国に

おいては、がんによる死亡が昭和56年以降死因の

第１位を占め、がん患者数は毎年増加傾向を示し

ているところであります。このような状況におい

て、がんの診療体制の一層の充実を図るなど、が

ん診療に対し、積極的かつ効果的な施策の展開が

急務となっているという認識から、国のがん対策

として平成16年度から開始された第３次対がん

10か年総合戦略に基づき、各種施策を積極的に推

進してきているところであります。

第３次対がん10か年総合戦略においては、全国

どこでも質の高いがん医療を受けることができる

よう、がん医療の均てん化を図ることを目標とし

て掲げており、平成16年９月に厚生労働大臣の懇

談会として、がん医療水準均てん化の推進に関す

る検討会を設置し、がん医療の地域格差の要因な

どについて検討が行われ、平成17年４月の具体的

な是正方策についての提言を踏まえ、地域がん診

療連携拠点病院の機能の充実強化や診療体制の確

保などを推進するために同年７月、地域がん診療

連携拠点病院のあり方検討会を設置し、さらに指

定要件の見直し等についての検討を加え、平成

18年２月１日にがん診療連携拠点病院の整備に関

する指針を定めたものであります。

地域がん診療連携拠点病院の指定は、都道府県

知事が医療計画等の整合性を図りつつ、２次医療

圏に１カ所程度を目安に推薦し、これを厚生労働

大臣が適当であると認めたものを連携拠点病院と

して指定するものであります。

青森県は、２次医療圏として下北圏域、津軽圏

域、八戸圏域、青森圏域、西北五圏域、上十三圏

域の６圏域に区別されており、平成17年１月17日

付で青森圏域の青森県立中央病院と八戸圏域の八

戸市立病院が指定され、平成19年１月31日付で津

軽圏域の弘前大学附属病院、上十三圏域の三沢市

立病院が指定となっております。

連携拠点病院指定要件は、診療機能として専門

的医療体制を有することや緩和医療を提供できる

体制であること、他の医療機関との連携、協力関

係を有することなど５項目があります。また、診

療従事者については、病理的専門医の配置など４

項目、医療施設としては専門的治療室の設置など

２項目、その他研修体制、情報提供体制等が要件

となっております。そして、これらの要件を満た

、 、し がん診療連携拠点病院に指定された場合には

連携拠点病院制度に対するインセンティブが働く

ような仕組みとして、当該病院に対し、補助金や

診療報酬加算及び病院の広告等が検討されており

ます。

むつ下北地域での指定病院については、一部事

務組合下北医療センターむつ総合病院において、

近い将来地域がん診療連携拠点病院の指定を受け

るべく要件をクリアするためのさまざまな課題を

検討しているとの報告を受けております。

厚生労働省は、本年４月施行のがん対策基本法

に基づき、がん対策推進基本計画を策定し、全体

目標として75歳未満のがん死亡率を今後10年で

、 、20％削減 未成年者の喫煙率を３年以内にゼロ％

がん検診率を５年以内に50％以上に目標値を設定

しておりますが、市といたしましても、平成20年

度から始まります特定健診や各種がん検診の受診

率を高めることで、診療より予防対策に重点を置

、 、き 定期的に検診を受けることががんの早期発見

早期治療につながるものとして、がん死亡率の減

少を加速させたいと考えております。

次に、医療行政の２点目、一部事務組合下北医

療センターむつ総合病院メンタルヘルス科病棟の

改築についての現況と今後の予定及び予算構成に
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つきましては、一部事務組合下北医療センターの

所管事項でありますので、ここでの答弁は差し控

えお許しをいただきたいということをご理解願い

たいと思います。

次に、道路整備についてのご質問にお答えいた

します。まず、下北半島縦貫道路の進捗状況と今

後の取り組み予定についてのお尋ねであります。

下北半島縦貫道路は、平成６年12月にむつ市から

七戸町までの延長約60キロメートルが地域高規格

道路の計画路線に指定されて以降、これまでに有

戸バイパス6.3キロメートル及び野辺地バイパス

6.9キロメートルの合わせて13.2キロメートルが

供用されております。有戸北バイパス約６キロメ

ートルにつきましては、今年度用地取得のおおむ

ねの完了を図るとともに、土工事やのり面工事等

を行うこととしております。

むつ南バイパス約９キロメートルにつきまして

は、今年度用地取得を行うこととしております。

調査区間である吹越バイパスにつきましては、

整備区間への格上げに向けて必要な調査を進める

とともに、早期に指定されるよう国に対し、働き

かけてまいりたいとしております。

県におかれましては、今後とも全線の早期完成

に向け予算の確保を国に働きかけるとともに、整

備促進に努めるとのことでありますので、市とい

たしましても、これまで以上に要望活動を強力に

進めてまいりたいと考えておりますので、議会と

もどもご協力をいただくことをご理解願いたいと

思います。

次に、国道338号宇曽利バイパスの進捗状況と

今後の取り組み予定についてのお尋ねでありま

す。宇曽利バイパス全体延長約1.2キロメートル

については、これまでに大湊中学校前の約0.4キ

ロメートルを部分供用しており、今年度は県が橋

りょう名を公募し、去る６月13日に決定した水源

池大橋を含む約0.8キロメートルの整備を進め、

年度内の全線開通を目指しております。また、宇

曽利バイパスに接続する大湊浜町から市道スキー

、場線間の延長約2.6キロメートルにつきましては

所要の調査検討を進め、平成20年度の補助事業と

しての新規採択に向け、国との協議を行うなど努

力しているとのことであります。

市といたしましては、これまでも市議会と同一

歩調をとりながら、関係機関に関し要望活動を実

施してきておりますし、今後も早期全線開通に向

けた強力な要望活動を実施してまいる所存であり

ますので、ご理解賜りたいと存じます。

（ 議長、議事進行」の声あり）「

〇議長（川端澄男） ５番川端一義議員。

（５番 川端一義議員登壇）

〇５番（川端一義） 中村議員のむつ総合病院にか

かわる質問をしています。これは、議会運営委員

会で認められまして、きょう通告もし、質問もし

ているわけです。そして、それなりのお答えも返

ってきているようでありますが、今市長の答弁で

すと、その一部については広域の分野だからと、

そう言われました。そもそも一般質問とは市政全

般にわたっての質問を許可しなければならない分

野でございまして、いわゆる質問通告が議会運営

委員会で審議され、議会運営委員会の了解のもと

に今質問しているのに、この分野は広域である、

この分野は広域でない、何を根拠にやっているの

でありましょうか。いわゆるそもそもむつ総合病

院の体制の問題について質問しているわけであり

ますから、それを許していて、この部分はという

。 、ことはないはずであります そういったことから

願わくば、これまでの経過がありますから、これ

以上問題にしませんが、中村議員が質問している

のは、これは当然だと思うのです。それに当然答

えなければならない。こういったことについて、

きょうはこれで置きますが、今後議長におかれま

しては、議会運営委員会等で再度検討して、堂々
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と答弁をしていただけるようにお取り計らいをお

願いをしたいと、こう思います。

以上であります。

〇議長（川端澄男） わかりました。

（ 議長、議事進行」の声あり）「

〇議長（川端澄男） 17番冨岡幸夫議員。

（17番 冨岡幸夫議員登壇）

〇17番（冨岡幸夫） 今、議事進行がかかりました

けれども、他議員からも、質問が終わってからで

もよろしいのではないかというようなことがあり

まして、私もそのように思うわけです。今の川端

一義議員の議事進行については、いわば議事進行

なるものよりも、議会で一部事務組合下北医療セ

ンター、これらの取り扱いをどのようにするかと

いうようなことでありまして、中村議員の質問に

関係するというようなものではなくて、本来違う

形で扱わなければならない。ですので、中村議員

の質問がすべて終わって、あとは議会運営委員会

のほうで処理をするということで取り計らいを願

いたい、こういうふうに思います。

（ ） 。 。〇議長 川端澄男 質問を再開いたします 58番

〇58番（中村正志） 細部にわたるご答弁、まずは

。 、ありがとうございました 順不同にはなりますが

再質問をさせていただきたいと思います。

まず最初に、中間貯蔵施設の問題に触れさせて

いただきます。この中間貯蔵施設の問題でただい

まスケジュール等々聞かせていただきましたが、

一番懸念されるのはやっぱり安全性であり、要は

最終処分地とならないということが一番重要であ

り、市民の皆さんの関心事であると思っておりま

す。

そこで、今年３月に行われました事業許可申請

の中で、この中間貯蔵施設の燃料の搬出時期であ

りますとか、搬出先、貯蔵期間等々について触れ

られた部分があったのかどうか、おわかりでした

らお答え願いたいと思います。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） ただいまの質問は、３月

の使用済燃料貯蔵事業に係る事業者の事業許可申

請書の内容についてという意味と理解いたしまし

たが、その折には搬出の方法、あるいは搬出先、

そういったものについて記述があるのかというふ

うに受けとめさせていただきます。

先ほどの答弁でも、この事業許可申請書につき

ましては、市の広報広聴課等、閲覧できるような

状況に付してございますが、改めて申し上げます

と、この事業許可申請書の中で使用済燃料貯蔵施

設で貯蔵された使用済燃料集合体は、再処理等を

行い、原子炉で燃料として利用するため、使用済

燃料貯蔵契約に基づき契約先に返還すると、そう

いった考え方を表明してございます。

それと、返還に当たりましては、使用済燃料集

合体を別の容器に詰めかえることなく、事業所外

運搬に係る法令に適合するための措置を金属キャ

スクに施し、契約先の指定する再処理事業者等に

搬出するという考え方を付して、この事業許可申

請を行っております。

あと、具体的な期間とかそういったものにつき

ましては、これは平成17年10月19日に使用済燃料

中間貯蔵施設に関する協定書といったものを青森

県とむつ市、それと東京電力株式会社、日本原子

、 、力発電株式会社 ４者で協定を結んでおりますが

その中で使用済燃料の貯蔵期間あるいは品質保証

体制の構築ということで、そういう趣旨でこの協

定を取り交わしてございます。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） ただいまの説明で使用済燃料

はある一定期間貯蔵されて、あと契約先へ搬出さ

れるということが申請書の中で書かれているとい

うことは確認をさせていただきました。そうなり

ますと、この最終処分地とならないための担保と
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して、この一文でよしとするのか、市長のお考え

をお尋ねしたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） このキャスクそのものが

50年、60年の耐用年数というふうなことを議員当

時にも伺っております。私もこの中間貯蔵施設の

誘致につきましては、特別委員会では賛意を示し

た一人として、そのような形で搬出されるものだ

としっかりと認識しておりますし、あの形のまま

では最終処分は絶対あり得ないと、こういうふう

に認識しております。東京電力並びに日本原子力

発電の指定する再処理事業者等に搬出するという

先ほどの部長の答弁のように認識しておりますの

で、あり得ないという私は認識を今いたしている

ところであります。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） ただいまの発言で市長のお考

えはわかりました。そうしますと、今後恐らく開

始されるまでの間に事業者側と安全協定が結ばれ

るものと予想されるのですが、その時期について

はいつころというふうなことは、今のスケジュー

ルの段階で想定できますでしょうか。

〇議長（川端澄男） 企画部長。

〇企画部長（阿部 昇） お答えをいたします。

一般的な協定の内容でございますが、これまで

の各原子力施設の安全協定の締結状況を勘案いた

しますと、情報公開、それと輸送計画等の事前連

絡、放射性物質の放出の管理、あるいは環境放射

線等の測定、異常時の報告、立入調査、風評被害

の措置、防災体制等について記載されるものと考

えております。この中間貯蔵施設に係る安全協定

につきましては、今後内容等について県と協議し

てまいる予定でございまして、締結の時期につき

ましては、操業開始前、すなわち平成22年12月ま

でには締結することになろうと、こういう認識に

立ってございます。ご理解願いたいと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） わかりました。中間貯蔵施設

に関しては、これくらいにしておきたいと思いま

す。

続きまして、医療行政につきまして、地域がん

診療連携拠点病院についてでありますが、現在む

つ総合病院は指定を受けていないわけでありまし

て、近い将来指定を受けるためクリアしなければ

いけない要件を詰めていくというふうなご発言で

あったかと思います。しからば、このクリアしな

ければいけない要件というのは、そんなに細かく

なくていいです、大体こういうのがあるというの

をお知らせ願いたいと思います。

〇議長（川端澄男） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（佐藤節雄） 地域がん診療連携拠

点病院の指定の要件というふうなことでお答えを

申し上げたいと思います。

まず、診療体制でございます。診療体制の中で

、 、 。は 診療機能 診療の従事者の関係がございます

それから、医療施設の部分、こういうものが大き

な項目として挙げられております。

診療機能の部分については、非常に細かく規定

がなされておりまして、まず１つだけお答えさせ

ていただきたいと思うのですけれども、各医療機

関が専門とする分野において集学的治療、これは

手術とか抗がん剤治療とかいろいろな診療行為が

あるわけです。及び各学会の診療ガイドラインに

準ずる標準的治療並びに応用治療を行うこと、ま

たクリティカルパスの整備が望ましいと、こうい

うような要件となっております。

また、緩和医療の提供体制につきましては、医

師、看護師、医療心理に携わる者等を含めたチー

ムによる緩和医療の提供体制を整備すること、こ

ういうようなことが規定されております。

それから、２番目としては、地域においてかか
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りつけ医を中心とした緩和医療の提供体制を整備

すること、それからかかりつけ医とともに地域が

ん診療連携拠点病院内外で共同診療を行い、早い

段階から緩和医療の導入に努めること、こういう

ような規定があります。

それから、地域の医療機関への診療支援や病病

連携、病診連携の体制ということでも４項目ほど

規定がなされております。

それから、診療の従事者関係では、専門的なが

ん医療に携わる医師の配置というふうなことで、

そういう基準が３点ほど、それからコメディカル

スタッフの配置に関しましても、５項目ほど規定

がなされております。

施設関係では、専門的治療室の設置というふう

なことで、集中治療室が設置されていることが望

。 、ましい 白血病を専門とする分野に掲げる場合は

無菌病室が設置されていること、外来抗がん剤治

療室が設置されていることが望ましい。こういう

ような項目がなされております。

あとは、研修体制は通常の医師を対象とした早

期診断、緩和医療等に対する研修を実施すること

というふうな規定がございます。

それから、地域がん診療連携拠点病院内外の講

師による公開カンファレンスを定期的に開催する

こと等が規定されております。

それから、あとは情報提供体制がどうなってい

るかというふうなことが大きな指定の要件として

挙げられております。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） 今何点か挙げられましたが、

まだまだクリアしなくてはいけない点が残ってい

るということでございますので、それらを早くク

リアできて、一日も早い指定病院になることを希

望しております。

メンタルヘルス科病棟につきましては、議会内

での議論もございましたので、こういうふうな一

般論といたしまして、医療機関の建設等々には、

例えば国とか県の補助にはどのようなものがある

のでしょうか。そこら辺はどうでしょう。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） メンタルヘルス科病棟につ

きましては、私自身その下北医療センターの管理

者でありますけれども、その部分については詳し

く報告もまだなされておりません。ただ、その要

望が強いというふうな部分だけで現状は認識して

いる程度でございます。その部分について、間違

った答弁になるといけませんので、お許しをいた

だきたいと、ご理解してもらいたいと思います。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） この点につきましては、今後

また進んだ段階で取り上げさせていただきたいな

と思います。

道路整備につきまして、今のお話しですと、国

道338号宇曽利バイパスにつきましては、ある程

度のめどが立っているということで安心をしてお

ります。が、下北半島縦貫道路のほうにつきまし

ては、まだ調査区間にも上がっていない区間があ

りますし、何とか一日も早く地図上に点線なり実

線がつくことを希望したいと思いますし、またそ

うなるよう私たちも働きかけをしていきたいなと

いうふうに思います。

それでは、１点目の市長の政治姿勢につきまし

て。市の運営、あるいは市の経営と置きかえても

いいかと思うのですが、市の運営においては、や

はり市長の姿勢、トップの考えというは非常に重

要になってくると思うわけです。以前杉山前市長

のときもお話をさせていただいたのですが、市長

というものは基本的には市役所の中においては最

大の異議申立人でなくてはならないと。市役所に

同化するのではなく、むしろ同化してはいけない

というふうに考えております。既に市役所職員あ
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、 、るいは市役所で行われることを これでいいのか

いいのかというふうに言い続けなくてはいけない

というのが市長の役割の１つではないかなという

ふうに考えております。これらのことも含めまし

て、先ほども述べられておりましたが、再度市長

はどのような姿勢あるいは考えで市の運営に臨ん

でいくのか、もう一度お聞きしたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 私は、有権者から支持をい

ただいて、この公職についたわけですので、基本

的にはやはり市役所のスタッフとは立場が違うも

のだというふうな認識をしております。市役所の

職員の皆さんは公務員であります。私は、また違

う立場の公務員でありますけれども、それは有権

者から選ばれて、この職についたわけであります

ので、その部分で私は市民の皆さんの声を、大き

くこれをしっかりと聞きとめて、そして職員に話

をし、命じるところは命じ、指示をし、そして運

営していくのが基本的な考え方であろうと。市政

運営、市役所運営についてはそのように考えてい

るところであります。

そして、その意味からして広報広聴機能を高め

ていかなければいけないと、そういうふうな意味

もしっかりと私は認識しておりますし、財政運営

については、最少の経費で最大の効果という基本

的な財政運営も私は持っていますし、その余の政

策についてもさまざま思いがあります。それは、

まだ実際の予算とか施策として現段階ではなかな

か反映する、また表明するような気持ちはありま

すけれども、その予算的な裏づけだとか、また体

制等の裏づけ、それらも必要になりますので、そ

れに向かって邁進していきたいと、こういうふう

な現時点での考えでございます。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） ただいまの市長の発言にもあ

ったのでございますが、自治体運営にとりまして

重要なことは、今の発言の中にもありました最少

の経費で最大の効果を上げるということだと私も

思っております。では、この最少の経費で最大の

効果を上げるために具体的に必要なことは何であ

るか。ちょっと言いにくいというか、まだはっき

りとしたものがないかもしれませんが、現時点で

の市長のお考えをお尋ねしたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） これは、非常に難しい問題

だと思います。地方自治法のたしか第２条の14項

でしたか、地方公共団体は最少の経費で最大の効

果を挙げるようにしなければならないという項が

あります。この部分では、やはり基本的には否定

。 、される部分もあろうかと思います しかしながら

私ははっきり申し上げまして、小さな政府、これ

は今の段階で否定される声も非常に多くあるのは

承知しています。しかしながら、小さな政府をつ

くり、そして安上がりな政府をつくるという、非

常にこの部分が難しいと思うのですけれども、そ

ういうふうな理想的な形があるのではないかな

と。ただ、国政の中で果たしてそれがいいのか悪

いのかというのは、また別といたしまして、地方

自治体といたしましては、私は小さな政府で、そ

して安上がりな政府をつくっていって、最大の市

民の福祉の向上に努めていくべきだと、こういう

ふうな思いをしています。そこには、先ほど来お

話ししていますけれども、例えば指定管理者制度

だとか、民間にお任せできる部分はしてもらい、

そこに雇用を発生させていくという部分の考え方

もあろうかと思いますし、その意味からして最少

の経費で最大の効果というものが実現に近づいて

いくのではないかなと、こういうふうに思ってお

ります。そのうえで、スタッフが、これから職員

の一部不補充もあります。その中でかなりの職員

の方々には負担は来るかと思いますけれども、そ

の能力をフルに開発し、そしてスキルアップをし
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てもらうのが私のまた役割であるし、督励をして

いくのも私の役割だと、このように考えておりま

す。

以上です。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） ただいまの市長の発言の中に

ありました小さな政府、安上がりな政府という考

えには私も賛同をしております。

現在の自治体運営の中の大きな流れの１つに、

市長もおっしゃっておりましたが、官から民へと

いうものがあります。現在は、アウトソーシング

や指定管理者制度等々、大分進められてきており

ます。私は、役所が行うサービスだけが決して公

共サービスではないというふうに考えておりま

す。現在は、そうでない民間や市民による公共サ

ービスというのがたくさんふえてきていると思い

ますし、今後とも増加していくのではないかとい

うふうに考えております。

何でもかんでも市役所が行う時代ではない。市

民や民間が自発的に行いたいという公共サービス

やまちづくりの動きに対しては、それこそ今後市

役所としては、それを支援していくというふうな

姿勢が大事になってくると思うのですが、そこで

今後事務事業を見直していくうえで、今以上に民

に移していきたいという事業について、何か現時

点で考えがありましたらお聞かせください。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 何でもかんでも市役所が行

うべきではないと、官から民へと、これをすべて

私は肯定もするものではありません。官としてや

はりしっかりとしてやっていかなければいけな

い、それはサービス部門もあります。ところが、

官以上にもっと民の活力、民のアイデア、こうい

うふうなものがあるサービス部門もあろうかと思

います。これらについては、やはり今後私も就任

まだ間もないものでございますので、議員のとき

の発言とまたこの場での発言は、非常にまた違う

場面もあります。これらにつきましては、ゆっく

りと、速く、スピーディーさを持って、どの部分

が官から民なのか、そして官がしっかりとこれを

していかなければいけないサービス部門なのかを

よく検証して議会のほうに、また後ほどご報告を

し、ご理解をしてもらう場面をつくりたいと、こ

ういうふうに考えておりますので、ご理解のほど

お願いいたします。

〇議長（川端澄男） 58番。

〇58番（中村正志） ありがとうございます。

次で最後の質問とさせていただきたいと思いま

す。先ほどもお話のありました現在の自治体運営

の大きな流れの中のもう一つといたしまして、国

から地方へというものがございます。ことしの４

月からは、第２期の分権改革がスタートをしてお

りますし、そういう意味では今後自治体に求めら

れるのは、今までの国の下請的な事業遂行官庁か

ら、地域経営の核となる政策立案官庁への脱皮が

非常に必要であると、このように考えておるもの

なのですが、政策立案能力を高めるための施策と

して何か現時点で考えがございましたら、最後に

お聞かせいただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今国から地方へというふう

なお話で、私たち自治体が政策立案能力をいかに

して持つべきか、どのような形で持つような体制

をとっていくのかという趣旨のご質問だったかと

思います。私もこの国から地方へというふうな部

分で、やはり地方が断る部分は断ってもいいので

はないかというふうなことは、議員在職中にも考

えました。単なる補助行政の中で補助漬けという

もので財政負担が後ではしごを外されて、ところ

がサービスが始まっている。そのサービスが始ま

っているのだけれども、補助のはしごは外されて

しまった。それによって財政負担は、やはりかな
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りの部分があります。やはり自分たちで発想した

サービスは、これから地方でも考えていかなけれ

ばいけないと。これは、国から地方への私は考え

方であろうと、こういうふうに思っています。

そこで、ではむつ市ではどうするのかと。これ

は、本庁舎があります。そして、むつ地区、大畑

地区、川内地区、脇野沢地区とあります。私は、

この４つの地区が、国から地方へというふうな形

で、今地方分権が求められて、地方が頑張りを求

められている時代ですので、この４つの地区の中

で、私はそれぞれの庁舎を中心として、本庁舎は

本庁舎なのですけれども、それぞれの庁舎の中で

やはりアイデアを出し合う、そして自分たちでど

ういう政策を進めていくべきかというふうなこと

を求めていきたいと。そのためには、国が今よく

やっております頑張る地方応援プログラムでした

でしょうか。ああいうプログラムを今後私は大畑

地区、川内地区、脇野沢地区で、私たちの地域は

こういうことで頑張っているのだと、そのプログ

ラムを庁舎のほうでまとめて予算等に反映できれ

ば、ますますこの地域が元気になってくるのでは

ないかと。

特に旧町村の部分で非常にいい資源がございま

す。そういうふうなところで、私たちの手で、私

たちの地区でこういうプログラムをつくった、応

援してくれというアイデアをいっぱい出し合っ

て、その政策立案能力、これを高めていければ、

より一体感が醸成してくるし、そしてその中でむ

つ市の大きな発展が、そしてそれは雇用にもつな

がりますし、財政の要するに再建にもつながって

くると、こういうふうな認識をしております。

その意味からして、私は先般各庁舎所長には、

その職員のまず気持ちを聞いてくれということで

。 、アンケート調査をし集約をしております そして

先般３人の分庁舎所長には、今後の分庁舎のあり

方についての意見を聴取し、これを今後私の政策

の中で反映させていきたいと、こういうふうに考

えております。

まさしくそういう積み重ねをすることによっ

て、国が地方に求めている考え方、それをこの本

庁舎が各庁舎に求めているという形のエネルギー

に変わっていくのではないかなと、こういうふう

に思っていますので、各庁舎の政策立案能力、さ

らに683名の職員のアイデアをこれから求めてい

きたいと、こういうふうに考えております。

答えになるかわかりませんけれども、以上の思

いでございますので、ご理解してもらいたいと思

います。

〇議長（川端澄男） これで、中村正志議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（川端澄男） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

（ 議長、議事進行」の声あり）「

〇議長（川端澄男） 25番川下八十美議員。

（25番 川下八十美議員登壇）

〇25番（川下八十美） 議長、お疲れのようで大変

恐縮でありますけれども、議事進行を取り上げて

いただきましてありがとうございます。

今議長、本日の中村議員の一般質問の終了の通

告、これはこれでよろしいでございましょう。だ

けれども、本日の会議の終結の宣告は、これはち

ょっと一歩早いです。ということは、先ほど中村

議員の質問途中でも議事進行が出ているのです、

議会運営委員会の件。さらに、冨岡幸夫議員から

は、その議事進行は中村議員の質疑が終わった後

議会運営委員会を開いて検討するべきだと。私も

そのとおりだと思って賛同をいたしました。です

、 。 、 、から きょう一般質問の初日です しかも 議長

これからも私の以前会派の同僚である堺孝悦議員
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からも自治体病院の件で質問通告が出されてい

る。ですから、堺孝悦議員は決してそういうこと

がないと私も信じておりますが、きちっとやっぱ

り議会運営委員会で今の議事進行を処理しておか

なければ私はだめだと思います。私の議員気質か

らして。これは、本日の会議を閉じる前に議会運

営委員会を開いて、きちっとけじめをつけて、あ

したの一般質問の日程に入るべきだと、こう思っ

ておりますので、議長にはお取り計らいをお願い

いたします。

〇議長（川端澄男） この議会運営委員会を本日散

会をしてから協議するということでどういうもの

ですか。そういうふうにして持っていきたいと、

こう思っております。

〇25番（川下八十美） ですから、議長からそうい

、 、う発言をして そして本日の日程を終了しますと

こういう形でいかないと、終了してしまってから

議会運営委員会を、これ議長の権限ですから、招

集するのも結構でありますけれども、会議として

の継続性からいけば、締める前に今の発言をされ

、 、ることが私は妥当だと思っておりますから 議長

よろしくお願いします。

〇議長（川端澄男） 川下議員、本日の日程はこれ

で全部終わりましたと、まだ散会する前にあなた

が議事進行をかけた。だから、散会してしまえば

だめだというのでしょう。だから、まだしていな

いですよ。

（ だから議事進行出した」の声あり）「

〇議長（川端澄男） だから、今明日の一般質問を

やる人のメンバーを全部ここで発表して、それか

らその後に先ほど２名の方々から議事進行が出ま

したから、それを言おうと、こう相談している最

中なのです。

〇25番（川下八十美） いや、だけれども、それは

議長、抗弁でしょう。あなたの発言の形は、本日

の会議と入って締めてしまえばいけないから、私

が議事進行を出したのであります。そこのところ

はよく検討してください。そのとおりでいけばい

いのです、だから。締める前にやらなければだめ

なのですと言っているのです。だからそのとおり

なのです。そのとおりやるのでしょう、議長が言

ったように。

〇議長（川端澄男） 暫時休憩いたします。

午後 ４時１７分 休憩

午後 ４時１９分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

ただいまの議事進行につきましては、明日一般

質問の後に議会運営委員会を開きます。

なお、明９月７日は目時睦男議員、川端一義議

員、慶長德造議員、鎌田ちよ子議員、野呂泰喜議

員の一般質問を行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ４時２０分 散会
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